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平素からの格別のご愛顧に心から厚く御礼申し上げます。 

 

令和６年度の国内経済は、緩やかな回復基調にある一方で、米国の通商政策の影響を受

けた国際的なサプライチェーンの混乱やインフレ率の上昇、更には国内での政治的な変動な

どもあり、経済の不確実性が増した１年となりました。 

地域経済においては人口減少や高齢化による後継者問題・人手不足などの諸課題を抱え

ており、それに加えて円安や国際情勢の緊迫化による海外からの原材料調達コストの上昇な

ど厳しい環境は継続しております。当組合ではこのような環境の中、債務の返済条件変更や

新規融資など事業者や個人の皆様の実情に応じた対応を積極的に行っております。 

 

また、誠に遺憾ながら当組合におきまして過去に不祥事件が発生しておりましたこと、また、

これらの不祥事件の一部につきまして旧経営陣がその事実を把握しながら、これを隠蔽し、

監督官庁への届出を怠っていたことが判明いたしました。このほか、これに係る調査の過程で

現経営陣においても不適切な対応がありました。日頃から当組合を信頼し、お取引を頂いて

おります組合員の皆さま、地域の皆さまに多大なご心配とご迷惑をお掛けすることとなり、誠に

申し訳なく、心よりお詫び申し上げます。こうした一連の事象に対し、東北財務局長より業務

改善命令を受けております。この業務改善命令を重大かつ厳粛に受けとめ、真摯に反省しま

すとともに経営管理態勢、内部管理態勢、法令等遵守態勢を抜本的に見直し、信頼回復に

向け、業務改善計画を役職員一丸となって着実に実行してまいります。 

 

当組合は今後も「相互扶助」の理念の下、本来業務である預金と貸出業務、そして訪問渉外

活動を更に強化し、地域の皆様のご意見ご要望をお聞きし、お客さまと一緒に考え、地域の

成長発展に全力を尽くしてまいります。 

 

引続き変らぬご愛顧とご支援をお願い申し上げます。 

 

令和７年７月 福島県商工信用組合 理事長 須佐真子 

ごあいさつ 
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 福島県商工信用組合（けんしん）は、昭和２９年８月１７日に、県内の中小企業者・勤労者等の相互扶助

を目的とした中小企業専門の金融機関として設立され、福島県郡山市に本店を置き同年１０月１日に業務

を開始した協同組織金融機関です。営業地域が福島県中通り地方に限定された地域信用組合として地

域の経済発展とともに、着実に業績を積み重ね、業容を拡大してまいりました。 

けんしんは地域信用組合の原点である地域とのつながり、相互扶助の精神である人とのつながりを第一

に考え、協同組織金融機関としての理念の下に組合員の経済的地位の向上に努めるとともに、地域経済

の発展に尽力してまいります。 

 

信用組合は、相互扶助の精神に基づき、組合員一人ひとりが預金し合い、必要なときに融資を受けるこ

とができる金融機関です。利益を追求することを目的とした金融機関ではなく、組合員の皆様の発展に貢

献することを目的とした金融機関です。信用組合の最高意思決定機関は「総代会」です。けんしんは、組

合員（お客様）の利益を第一に考えた経営を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

けんしんの概要 

組合員 けんしん 

総代会 

金融サービス 
組合員の利益 

 

「組合員＝お客様」の利益 

けんしんについて（令和７年３月３１日現在） 

●名称  福島県商工信用組合 （金融機関コード：２０９０） 

●本店所在地 〒９６３－８８７７ 福島県郡山市堂前町７番７号 ℡０２４－９９１－１０００（代表） 

●創業         昭和２９年１０月１日  ●営業エリア 福島県中通り地方 

●店舗数         １６店舗   

●職員数     １７９名   

●組合員数           ４２,８９８名  ●預貸率（末残） ６９.８２％ 

●出資金額     ５,３０９百万円  ●員外預金比率  ５.３５％ 

●預金残高   １７９,１８２百万円  ●不良債権比率  ３.３９％ 

●貸出金残高   １２５,１０９百万円  ●自己資本比率  ８.７２％ 

郡山市・須賀川市・白河市・二本松市・福島市・田村市・ 

伊達市・本宮市・安達郡・岩瀬郡・西白河郡・石川郡・ 

田村郡・東白川郡・伊達郡 
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預金については、定期預金や定期積金、年金を中心とした地域密着の営業活動を行いました。 

個人預金は増加しましたが、地方公共団体からお預かりしている預金や法人の定期性預金が大き 

く減少しました。 

令和６年度末の預金残高は１,７９１億８２百万円、前期比３１億８７百万円の減少、減少率１.７％と 

なりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貸出金については、地域の事業者の皆様に対し、国や県の制度資金や信用保証協会との連携 

による融資を中心に、積極的に応えてまいりました。法人向けなどの事業性融資が大きく増加し 

たことにより、貸出金残高は増加しております。 

令和６年度末の貸出金残高は１,２５１億９百万円、前期比３８億４２百万円の増加、増加率３.２％ 

 となりました。 

  

預金残高は１,７９１億円（公金・法人預金が減少し、３２億円減少） 

貸出金残高は１,２５１億円（事業性融資の増加により、３８億円増加） 

令和４年３月 令和５年３月 令和６年３月 令和７年３月

令和４年３月 令和５年３月 令和６年３月 令和７年３月

預金残高の推移 

1,922 億円 

1,265 億円 

令和６年度の業績    

1,238 億円 

１,７９１億円 

預金残高の推移 

１,２５１億円 

貸出金残高の推移 

1,865 億円 

▲４１億円 

1,823 億円 

1,212 億円 

＋３８億円 

▲３２億円 
▲５７億円 

▲２６億円 ▲２６億円 
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けんしんは、皆様からお預かりした預金を貸出金として地域に還流させることが最大の地域貢献で 

あると考えています。令和６年度末の預金に対する貸出金の割合「預貸率」は、前年度対比３.３３ポ 

イント上昇し、６９.８２％となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年度は貸出金利息収入の増加などから経常収益は８３百万円の増加となりました。預金利息

の増加があったものの、本業での利益を示す業務純益は前年度対比８３百万円増加し３億２５百万円

となりました。令和６年度は経常利益１億９１百万円、当期純利益は前年度比１億３８百万円増加し２

億４１百万円となり、増収増益となりました。 
 

預貸率は６９.８２％（前年度対比３.３３ポイント上昇） 

経常利益は１９１百万円、当期純利益は２４１百万円 

 

令和５年３月

令和６年３月

令和７年３月

預金残高 貸出金残高

令和４年度

令和５年度

令和６年度

経常利益 当期純利益

６６.４９％ 

６６.４１％ 

預貸率の推移 

令和６年度の業績 

６９.８２％ 

１９１百万円 

２４１百万円 １１８百万円 

６４百万円 

１０３百万円 

７９百万円 
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令和５年３月 令和６年３月 令和７年３月

 

金融機関の健全性を表す自己資本比率は、貸出金残高の増加などにより、前年度と比べ０.４８ポイ 

ント低下し、８.７２％となりました。 

けんしんの自己資本比率は国内基準（４％）を上回っています。 

 

 

 

 

金融再生法開示債権における不良債権比率（総与信残高に占める不良債権の割合）は、金融円 

滑化への取組み・貸出債権の正常化の取組みにより、不良債権額が５億３０百万円減少したことなど 

により、０.５４ポイント改善し３.３９％となりました。 

  

令和５年３月 令和６年３月 令和７年３月

自己資本比率は８.７２％（前年度対比０.４８ポイント低下） 

不良債権比率は３.３９％（前年度対比０.５４ポイント改善） 

自己資本比率 

８.７２％ 

不良債権比率 

８％：国際業務を行う金融機関 

４％：国内業務を行う金融機関 

令和６年度の業績 

正常債権１,２１１億円 

９６.６％ 

不良債権４３億円 

９.５８％ 

４.０２％ 
３.３９％ 

９.２０％ 

３.９３％ 
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Ａ．預金業務 

当座預金、普通預金、貯蓄預金、通知預金、定期預金、定期積金、別段預金、納税準備預金等 
を取り扱っております。譲渡性預金は取り扱っておりません。 

Ｂ．貸出業務 
イ)貸付      

手形貸付、証書貸付及び当座貸越を取り扱っております。 
ロ)手形の割引 

銀行引受手形、商業手形及び荷付為替手形の割引を取り扱っております。 
Ｃ．商品有価証券投資業務   

取り扱っておりません。 
Ｄ．有価証券投資業務   

預金の支払準備及び資金運用のため地方債、社債、株式、その他の証券に投資しておりま
す。 

Ｅ．内国為替業務 
振込及び代金取立等を取り扱っております。 

Ｆ．外国為替業務  
全国信用協同組合連合会の取次業務として外国送金その他外国為替に関する業務を行ってお
ります。 

Ｇ．社債受託及び登録業務   
取り扱っておりません。 

Ｈ．デリバティブ取引等の受託等業務 
取り扱っておりません。 

Ｉ．附帯業務 
イ）債務の保証業務 
ロ）代理業務 

   （ａ）全国信用協同組合連合会、㈱日本政策金融公庫、㈱商工組合中央金庫等の代理貸付業務 
   （ｂ）独立行政法人勤労者退職金共済機構等の代理店業務 
   （ｃ）日本銀行の歳入復代理店業務 

ハ）地方公共団体の公金取扱業務 
二）株式払込金の受入代理業務及び株式配当金の支払代理業務 
ホ）損害保険及び生命保険の代理店業務 

事業内容 

主要な事業 

事業方針 
健全な経営を維持して、組合員の経済活動を促進

し、かつ、その経済的地位の向上を図るため地区内の

小規模の事業者、勤労者などによる協同組織により、

組合員に必要な金融事業を行うことを目的とし、豊か

な暮らしづくりに貢献して、地域の皆さまから必要とさ

れる金融機関を目指します。 

そのためにも、職員の働きがいのある職場づくりを促

進します。 
 

経営理念 
当組合は、協同組織金融機関として「相互扶助」の理念の下、信用組合の原点である地域とのつながり、

人とのつながりを第一に考え、組合員の経済的地位の向上を図るとともに、金融事業を通じて地域経済の

発展に努めます。 
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郡山市・須賀川市・白河市・二本松市・福島市・田村市・伊達市・ 

本宮市・安達郡・岩瀬郡・西白河郡・石川郡・田村郡・東白川郡・ 

伊達郡 

  

営業地域・店舗ネットワーク 

営業地域 

〒９６０‐８１５１ 

福島市太平寺字町の内３番１ 
℡０２４‐５４４‐２３１８ 

南福島支店 

松川支店 
〒９６４‐０９０６ 

二本松市若宮１丁目３５０番地 
℡０２４３‐２２‐３５１１ 

二本松支店 

〒９６９‐１１２６ 

本宮市本宮字馬場２７番地９ 
℡０２４３‐３４‐２１５６ 

本宮支店 

〒９６３‐４６０２ 

田村市常葉町常葉字中町６０番地１
℡０２４７‐７７‐２２４０ 

〒９６１‐０９５１ 

白河市字中町１９番地３ 
℡０２４８‐２２‐１２３５ 

白河支店 

福島市 

二本松市 

本宮市 

田村市 

白河市 

石川町 

須賀川市 

鏡石町 

郡山市 

〒９６２‐０８４２ 

須賀川市宮先町９４番地 
℡０２４８‐７５‐４１１５（須賀川支店） 
℡０２４７‐２６‐２３２５（石川支店） 

須賀川支店 

〒９６９‐０４０１ 

岩瀬郡鏡石町不時沼２２６番地 
℡０２４８‐６２‐３３３５ 

鏡石支店 

本部 〒９６３‐８８７７ 郡山市堂前町７番７号 ℡０２４‐９９１‐１０００ 

本店営業部 〒９６３‐８８７７ 郡山市堂前町７番７号 ℡０２４‐９９１‐１８４０ 

朝日支店 〒９６３‐８８７７ 郡山市堂前町７番７号 ℡０２４‐９３８‐７２００ 

桜通支店 〒９６３‐８０１５ 郡山市細沼町１０番１１号 ℡０２４‐９３２‐１７０２ 

安積支店 〒９６３‐０１０７ 郡山市安積２丁目１６０番地 ℡０２４‐９４５‐０６９１ 

富久山支店 〒９６３‐８０７１ 郡山市富久山町久保田字久保田１６５番地５ ℡０２４‐９２３‐４９６３ 

日和田支店 〒９６３‐８０７１ 郡山市富久山町久保田字久保田１６５番地５ ℡０２４‐９５８‐５０５５ 

コスモス通り支店 〒９６３‐０２０４ 郡山市土瓜１丁目６３番地 ℡０２４‐９６１‐１６７７ 

 

郡山市内店舗 

店舗ネットワーク 
福島県内１６店舗のネットワークです。 

 （令和７年７月３１日現在） 

常葉支店 

石川支店 

〒９６０‐１２４１ 

福島市松川町字鼓ケ岡３４番地の１ 
℡０２４‐５６７‐２３４９ 
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全店にＡＴＭを設置しています。 （令和７年７月３１日現在） 

 

 

 

 

 

 

    

  

設   置 種  類 所  在 

平野ローンセンター ＡＴＭ 福島市飯坂町 

本宮市役所出張所 ＡＴＭ 本宮市 

郡山市役所分庁舎出張所 ＡＴＭ 郡山市 

今泉西病院出張所 ＡＴＭ 郡山市 

旧朝日支店 ＡＴＭ 郡山市 

旧日和田支店 ＡＴＭ 郡山市 

旧石川支店 ＡＴＭ 石川町 

 

 ＡＴＭ（現金自動預払機） 

店舗内 １７台 

店舗外 ７台 

組織機構図 

事業の組織 

自動機器設置状況 

営業地域・店舗ネットワーク 

 



 

 - 10 - 

 

信用組合は組合員の相互扶助の精神を基本理念に、金融活動を通じて経済的地位の向上を図るこ

とを目的とした協同組織金融機関です。 

また、信用組合には、組合員の総意により組合の意思を決定する機関である「総会」が設けられて

おり、組合員は出資口数に関係なく一人一票の議決権及び選挙権を持ち、総会を通じて信用組合の

経営等に参加することができます。 

しかし、当組合の組合員数は４２,８９８名（令和７年３月３１日現在）であり、総会の開催は困難なこと

から、中小企業等協同組合法及び定款の定めるところにより、“総代会”を設置しております。 

総代会は、総会と同様に組合員一人ひとりの意見が信用組合の経営に反映されるよう、組合員の

中から適正な手続きにより選挙された総代により運営され、組合員の総意を適正に反映し、充実した

審議を確保しています。また、総代会は当組合の最高意思決定機関であり、決算や事業活動等の報

告が行われるとともに、剰余金処分、事業計画の承認、定款変更など、当組合の重要事項に関する

審議、決議が行われます。 

総代は、組合員の代表として、総代会を通じて組合員の信用組合に対する意見や要望を信用組合

経営に反映させる重要な役割を担っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総代会（最高意思決定機関） 

総  代 

総代選挙 

 

福島県商工信用組合 

組 合 員 

組
合
員
の
意
見
集
約 

選挙区毎に 
当該地区組合員 
５０人以上の推薦 

 

理事会の推薦 

選出 

出席 討議 組合経営の意思決定 

出資・預金・融資など 

総代会制度について（仕組み・役割） 
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総代は、総代会での意思決定が広く組合員の意思を反映し適切に行われるよう、組合員の幅広い

層の中から、定款および総代選挙規定に基づき、公正な手続を経て選出されます。 

 

（１）総代の選出方法 

総代は組合員であることが前提条件であり、総代選挙規定に則り、選挙区毎に当該地区組合

員５０人以上の推薦、若しくは理事会の推薦を受けた方の中から、その選挙区に属する組合員

により、公平に選挙を行い選出されます。 

当組合は選挙区を９つの区に分け、総代の選出を行っています。なお、総代候補者が、その選

挙区における総代の定数を超えない時は、その総代候補者をもって当選人とし、その選挙区に

おいては投票は行わないとしています。 

 

 

  

総代会制度について（選出方法・任期・総代選挙） 

公告 

◆選挙区◆選挙日 ◆立候補期間 ◆投票所 ◆選挙管理委員・選挙立会人 

候補者の届出 

●立候補 ●推薦 

総代候補者の公告 

候補者の数が 

定数以内の選挙区 

候補者の数が 

定数を超える選挙区 

選 挙 

無投票当選 

当選者の公告 

当 選 
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（２） 総代の任期・定数 

総代の任期は３年となっております。総代の定数は１００人以上１２０人以内です。令和７年７月

３１日現在の総代の人数は１１６人です。 

 

（３） 総代の選挙区と総代氏名                   （令和７年７月３１日現在・敬称略） 
選挙区称 

総代定数 

該当地区 

（総代数） 
氏  名 

第1区 
定数61 

郡山市内 

本・支店管内 
（57） 

高橋孝行（3） 菅原弘道（*） 瀧田幸子（*） 須佐美代子（*） 安中利夫（1） 

日下律子（*） 遠藤政勝（*） 國井正浩（*） 鈴木一弥（*） 今泉信一郎（1） 

濱津扶美子（2） 大和田好男（1） 鈴木一司（1） 髙橋良和（3） 新井 豪（*） 

大山 耀（1） 堀江正喜（2） 佐藤文吉（*） 井上和弘（1） 長谷川吉明（2） 

佐久間仁一（*） 橋本真一（*） 大戸洋太郎（*） 佐藤優子（*） 舟橋仁子（*） 

吉田正子（*） 齋藤淳宏（*） 七森 繁（*） 渡辺守康（1） 菅野晴彦（3） 

長谷川均一（3） 渡邊泰宏（*） 加藤英夫（*） 鈴木正次（*） 橋本隆司（2） 

根本 昇（3） 大戸國男（1） 山口松之進（2） 松本良一（1） 桑原秀治（1） 

嶋 恵吉（3） 伊藤重幸（3） 大竹賢治（1） 渡辺 孝（1） 馬場朝香（1） 

橋本忠雄（*） 鈴木 茂（*） 松本賢二（4） 薄井幸夫（*） 根本 守（1） 

井上正広（*） 仲本裕守（4） 飯沼良孝（3） 武川由美（*） 佐藤正夫（*） 

鳥畑廣美（*） 深澤広守（3）    

第2区 
定数6 

白河支店 
管内（6） 

佐藤幸彦（*） 中西一彦（*） 青砥久泰（2） 上石 明（*） 深谷龍二（4） 

滝田文雄（4）     

第3区 
定数6 

石川支店 
管内（6） 

西島信一（1） 荒川英義（*） 中田庄吾（*） 相楽 卓（3） 斉須守幸（2） 

添田四十四（4）     

第4区 
定数15 

須賀川支店 

管内 
鏡石支店 
管内（15） 

内藤祥一（1） 塩田宗雄（1） 永田久雄（*） 松川大一郎（1） 桑名勝也（*） 

樽川久夫（*） 橋本直子（3） 熊田亘晃（4） 榊原功城（4） 菅野正美（2） 

根本吉和（2） 大河原正雄（*） 伊藤俊彦（*） 廣瀬 茂（1） 小貫 武（*） 

第5区 
定数7 

本宮支店 
管内（7） 

小山 守（2） 大内美和（*） 石田邦男（1） 渡邉恒夫（*） 伊豆伸一（*） 

小沼貞彦（*） 木下幸英（4）    

第6区 

定数6 

二本松支店 

管内（6） 

相川元宏（2） 木村廣喜（2） 橘 博（3） 大河内宏明（3） 平舘康治（*） 

山口和吉(2)     

第7区 

定数6 

松川支店 

管内（6） 

齋藤弘昭（1） 斎藤 悟（2） 宮本秀一（*） 齋藤陽一（1） 植木貞夫（*） 

岩瀬克夫（4）     

第8区 
定数8 

南福島支店
管内（8） 

二木康視（*） 根本誠三郎（2） 渡辺彰範（*） 山口昌宏（*） 白坂忠良（*） 

細谷 実（*） 鈴木直子（1） 半澤 寛（2）   

第9区 

定数5 

常葉支店 

管内（5） 
渡邊正一（*） 志田和子（*） 青山雅一（*） 吉田 來（4） 坪井達男（4） 

 ※氏名の後に就任回数を記載しております。就任回数が５回以上の場合は「*」で示しております。 

 

＜総代の属性別構成比＞ 

   職業別：個人（給与所得者・年金受給者等）２０％・個人事業主１１％・法人役員６９％ 

   業種別：卸売・小売業２２％・サービス業２２％・建設業１３％・不動産業７％・その他１６％ 

   （業種別は法人役員、個人事業主に限ります。） 

   年代別：４０代以下２％・５０代８％・６０代２６％・７０代４４％・８０代以上２０％  

総代会制度について（選出方法・任期・総代選挙） 
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第７１期通常総代会が、令和７年６月２０日午前１０時より、当組合本部５階大ホールで開催されまし

た。当日は総代１１６名のうち、出席７３名、議決権行使書による出席４３名のもと、全議案が可決・承

認されました。 

 

 

報告事項  令和６年度（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）事業報告の件 

決議事項 

第１号議案 令和６年度（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）計算書類 

（貸借対照表・損益計算書、及び剰余金処分案）承認に関する件 

  ・満場異議なく、原案どおり可決・承認されました。 

第２号議案 令和７年度事業計画及び収支予算案承認に関する件 

  ・満場異議なく、原案どおり可決・承認されました。 

第３号議案  任期満了に伴う役員選挙（理事９名、監事３名）に関する件 

・満場異議なく、原案どおり可決・承認されました。 

第４号議案  退任役員に対する役員退職慰労金支給に関する件 

     ・満場異議なく、原案どおり可決・承認されました。 

第5号議案  組合員除名承認に関する件 

  ・満場異議なく、原案どおり可決・承認されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

けんしんでは、平成１４年よりガバナンスの機能強化に向けた一環として、営業店毎に総代や組合員を

対象とした決算説明会を毎年実施しております。 

当組合の経営実態、地域との関わりの状況などをわかり易く説明し、ま

た総代や組合員より利用者側の視点に立った意見や要望をいただき、信

用組合経営や総代会に反映させております。 

（令和６年度決算説明会：総代、組合員出席者合計１３８名） 

  

 

総代会制度について（総代会・決算説明会） 



 

 - 14 - 

 

 

 

 

 

 

 

◇当組合は、職員出身者以外の理事（※印）の経営参画により、ガバナンスの向上や組合員の意見の 

多面的な反映に努めています。 

 

 

 

● 対象役員 
当組合における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、常勤理事及び常勤監事をいいます。対象役

員に対する報酬等は、職務執行の対価として支払う「基本報酬」及び「賞与」、在任期間中の職務執行及び

特別功労の対価として退任時に支払う「退職慰労金」で構成されております。 

① 報酬体系の概要 
非常勤を含む全役員の基本報酬及び賞与につきましては、総代会において理事全員及び監事全員それ

ぞれの支払総額の最高限度額を決定しております。そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては役位

や在任年数等を、各理事の賞与額については前年度の業績等をそれぞれ勘案し決定しております。また、

各監事の基本報酬額及び賞与額については、監事の協議により決定しております。 

退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任時に総代会で承認を得た後に支

払っております。 

② 役員に対する報酬                           （単位：百万円） 
区  分 当期中の報酬支払額 総会等で定められた報酬限度額 

理 事 ７４ １１９ 

監 事 ９ １０ 

合 計 ８４ １２９ 
 
（注）１.上記は協同組合による金融事業に関する法律施行規則第１５条別紙様式４号「附属明細書」における役員に対する 

報酬です。 
２.支払人数は、理事９名、監事３名です（退任役員を含む）。 
３.使用人兼務理事１名の使用人分の報酬（賞与を含む）はありません。 
４.上記以外に支払った役員賞与金はありません。また、保険料の負担金として２３６千円を支払っております。 

③ その他 
「協同組合による金融事業に関する法律施行規則第６９条第１項第６号等の規定に基づき、報酬等に関

する事項であって、信用協同組合等の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして金融

庁長官が別に定めるものを定める件」（平成２４年３月２９日付金融庁告示第２３号）第３条第１項第３号およ

び第５条に該当する事項はありません。 

● 対象職員等 
当組合における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当組合の非常勤役員、当組合の職員であ

って、対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者のうち、当組合の業務及び財産の状況

に重要な影響を与える者をいいます。 

なお、令和６年度において、対象職員等に該当する者はいませんでした。 
 
（注） １.対象職員等には期中に退任・退職した者を含めています。 

２.「同等額」は令和６年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としています。 
３.当組合の職員の給与、賞与及び退職金は当組合における「給与規程」及び「退職手当規程」に基づき支払っています。なお、
当組合は、非営利・相互扶助の協同組合組織の金融機関であり、業績連動型の報酬体系を取り入れた自社の利益を上げる
ことや株価を上げることに動機づけされた報酬となっていないため、職員が過度なリスクテイクを引き起こす報酬体系はあり
ません。 

理 事 長  須佐 真子 理   事 髙田 藤太郎※ 

専務理事 髙橋 忠浩 理   事 橋本 宗男※ 

常務理事 佐藤 隆之 常勤監事 平 佳秀 

常勤理事 人見 隆 監   事 笠間 善裕 

常勤理事（業務推進部長） 渡苅 史紀 監事（員外監事） 車田 純一 

常勤理事（コンプライアンス・リスク統括部長） 坂井 道夫※   

常勤理事（総合調整部長） 横山 貴志※   

 

（令和７年７月３１日現在） 

 

役 員  

役員等の報酬体系 
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（単位：人） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

個人 ４１,２７９ ４０,３１３ ３９,３６９ ３８,３３２ ３８,８４６ 

法人 ４,１００ ４,１１０ ４,０７１ ４,０３５ ４,０５２ 

合計 ４５,３７９ ４４,４２３ ４３,４４０ ４２,３６７ ４２,８９８ 

 

（単位：百万円） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

個人 ４,７２６ ４,６７７ ４,５３１ ４,３８３ ４,２４６ 

法人 １,０５７ １,０９３ １,０９０ １,０７７ １,０６３ 

合計 ５,７８４ ５,７７０ ５,６２１ ５,４６０ ５,３０９ 

 

（単位：％） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

出資に対する配当 １.０ １.０ １.０ １.０ １.０ 

 

 

（単位：％） 

 令和６年度 

組合員外預金比率 ５.３５ 

 

  

けんしん総代親睦会 
 

けんしんでは、総代相互の理解と親睦を促進して、「けんしん」並びに組合員の発展に寄与す

ることを目的として、「総代親睦会」を組織しております。 

令和６年１１月２６日～２７日に総代親睦会の旅行を実施いたしました。栃木方面に渋沢栄一

記念館や誠之堂、清風亭などを視察いたしました。 

 

 組合員 

出資金 

 出資配当 

 員外預金比率 

組合員・出資金の状況  
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年 月 主なできごと 

 

1954年～ 

昭和29年 10月 「郡山商工信用組合」設立 

 32年 6月 須賀川支店開設 

 33年  5月 「福島県商工信用組合」に名称変更 

 34年 10月 全国信用協同組合連合会福島代理所指定 

 

1960年～ 

35年 5月 本宮支店開設 

 35年 10月 大重支店開設  

 36年 10月 桜通支店開設  

 37年  5月 石川支店開設  

 38年  9月 白河支店開設 

 39年  8月 松川支店開設 

 40年  4月 福島支店開設  

 44年  3月 常葉支店開設 

 

1970年代 

45年  9月 安積支店開設（旧永盛連絡所） 

 46年  6月 二本松支店開設（旧二本松出張所） 

 46年 10月 郡山駅前支店開設（旧本店） 

 51年  7月 組合運営を総代会制に移行決定 

 51年 10月 富久山支店開設  

 

1980年代 

57年  9月 日和田支店開設  

 59年  4月 郡山手形交換所加入  

 平成元年 10月 鏡石支店開設 

 

1990年代 

 2年 11月 預金残高1,000億円達成 

  3年 2月 コスモス通り支店開設 

  4年 12月 桜通支店移転新店舗開店 

  5年 3月 「日和田スポーツセンター」開設 

  7年 7月 大重支店と郡山駅前支店を合併 

  7年 10月 西川支店開設 

  8年 9月 須賀川支店移転新築開店  

  8年 12月 朝日支店開店 

  9年  3月 福島支店南福島出張所開店 

  9年  6月 南福島支店開店（福島支店南福島出張所昇格） 

沿革・歩み 
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年 月 主なできごと 

 
1990年代 

平成10年 10月 福島支店平野出張所開店 

 11年  10月 「けんしん秋の百市」開催 

 

2000年代 

12年  4月 けんしんミレニアム会発足 

 13年  3月 「けんしん21st教育センター」開設 

 14年 6月 ホームページ開設  

 14年 9月 郡山市役所分庁舎にＡＴＭ設置 

 15年 4月 けんしん南十店会発足 

 16年  5月 
福島支店・福島支店平野出張所を南福島支店に統合 

西川支店を須賀川支店に統合 

 16年 12月 
信用組合全国共同オンライン・システムへ移行 

決済用預金取扱開始 

 17年  7月 大重駅前支店を桜通支店に統合 

 19年  4月 保険商品取扱開始 

 20年  5月 本店建物改修工事 

 21年 12月 安積支店新築開店 

 

2010年代 

22年 12月 二本松支店新築開店  

 23年  3月 東日本大震災  

 23年  8月 松川支店新築開店  

 24年 9月 県下信用組合合同南紀クルーズ（国際協同組合年記念）  

 25年 2月 でんさいネット業務開始 

 25年 4月 桜通支店・富久山支店新築開店 

 25年 5月 インターンシップ２５周年記念事業 

 25年 10月 けんしん創立６０周年記念ハワイ旅行 

 27年 9月 けんしんヤング十店会発足  

 28年 4月 けんしんトレ・セン開設  

 30年 4月 郡山市と「郡山市民文化センター」のネーミングライツ契約締結 

 31年 3月 日和田支店を富久山支店内に移転 

 

令和元年 10月 台風１９号被害（本宮支店・石川支店） 

2020年代 

2年 4月 本宮支店改装開店 

2年 4月 朝日支店を本店営業部内に移転 

 
3年 3月 石川支店を須賀川支店内に移転  

4年 11月 電子交換所運用開始 

 6年 9月 けんしん創立７０周年記念イベント開催 

沿革・歩み 
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当組合は、コンプライアンスの実践を経営の重要課題のひとつと位置付け、公共的使命と社会的責任を
認識し、健全な業務運営を目指しております。 
そのため、コンプライアンス委員会を設置し、各部店にはコンプライアンス担当者を置き、研修を行いコン
プライアンス態勢の強化を図っております。 

けんしんの行動憲章 
1. 公共的使命の認識    6.  働き方改革の推進、職場環境の充実 
2. キメ細かい金融サービスの提供  7.  環境問題への取組み 
3. 法令や当組合規定の厳格な遵守  8.  社会貢献活動への取組み 
4. 地域社会とのコミュニケーション  9.  反社会的勢力との関係遮断、テロ等の 
5.  人権の尊重          9.  脅威への対応 

 

個人情報の保護 
個人情報保護法の施行に伴い、「個人情報保護宣言」「個人情報保護規程」「個人情報取扱要領」を定め
ております。 
 

顧客説明・説明責任の履行 
「中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針」において、与信取引等（貸付契約およびこれに伴う担
保・保証契約）に関し、顧客の知識、経験及び財産の状況及び取引を行う目的を踏まえた重要な事項の
顧客に対する説明、その他の健全かつ適切な業務の運営を確保することが求められています。日常的に
説明責任の認識を高めるよう努めています。 
 

経営者保証への対応方針 
当組合は、経営者保証に関するガイドライン研究会が公表した「経営者保証に関するガイドライン」（平成
２５年１２月５日公表）を尊重し、遵守します。 
お客様と保証契約を締結する際、また保証人のお客様が本ガイドラインに則した保証債務の整理を申し
立てられた際には、本ガイドラインを尊重して誠実に対応し、お客様に満足の頂ける良好な関係構築に努
めます。 

 

反社会的勢力との対決 
当組合は、反社会的勢力に対して断固とした態度で対応します。特に不当な要求については毅然とした
態度で臨み、財産上の利益を供与すること等はありません。さらに不透明な癒着と言われかねない一切
の関係を排除します。 
 

マネー・ローンダリング、テロ資金供与及び拡散金融対策 
当組合は、金融機関としての社会的責任と公共的使命を認識し、マネー・ローンダリング、テロ資金供与
及び拡散金融対策を経営の重要課題のひとつと位置付けております。 
マネー・ローンダリング、テロ資金供与及び拡散金融対策のため、犯罪収益移転防止法及び、金融庁の
「マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策に関するガイドライン」に基づいて様々な対策を進めてい
ます。口座の開設や大口の現金取引等を行う際に、お客さま本人確認、取引を行う目的、職業・事業内容
等の確認を行わせていただくとともに、既にお取引をいただいているお客さまにおかれましても、お取引の
内容や状況等に応じて、お客さまに関する情報やお取引の目的などを定期的に確認させていただく取組
を行ってまいります。これらの確認ができない場合には、お取引ができない場合がございますので、ご理
解とご協力をお願いいたします。 
 

サイバーセキュリティへの取組み 
近年多発しているサイバー攻撃が高度化・複雑化していることを踏まえ、サイバーセキュリティリスクへ
の取組みが極めて重要な経営課題であると認識し、サイバーセキュリティ攻撃に対する管理態勢の強化
に努めます。 

法令等遵守の基本姿勢 
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当組合の業務に内在する各種リスクの管理体制は下記の通りです。 

 

【信用リスク】主管部：審査部・資産管理部 
 信用供与先の財務状況の悪化等により、資産（オフバランス資産を含む）の

価値が減少ないし消失し、金融機関が損失を被るリスクです。 

【市場リスク】主管部：総務部     
金利・為替・株式等の様々な市場のリスク・ファクターの変動により、資産・負

債（オフバランスを含む）の価値が変動し損失を被るリスクおよび資産・負債

から生み出される収益が変動し損失を被るリスクであり、金利リスク・価格変

動リスク・為替リスクがこれらに該当します。 

【流動性リスク】主管部：総務部   
市場の混乱等により市場において取引が出来なかったり、通常よりも著しく

不利な価格での取引を余儀なくされることにより損失を被る市場流動性リス

クおよび当組合の財政内容の悪化等により必要な資金が確保出来なくなり、

資金繰りがつかなくなる場合や、資金の確保に通常よりも著しく高い金利で

の資金調達を余儀なくされることにより損失を被る資金繰りリスクです。 

【事務リスク】 主管部：事務部  
役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正などを起こすことにより、損

失を被るリスクです。 

【システムリスク】 主管部：事務部   
コンピュータシステムのダウン又は誤作動等及びシステムの不備等に伴い

金融機関が損失を被るリスク、さらにコンピュータが不正に使用されることに

より金融機関が損失を被るリスクです。 

【法務リスク】 主管部：総務部  
法令や契約等に違反すること、不適切な契約を締結すること、その他法的な

原因により、当組合が損失を被るリスクです。 

【風評リスク】 主管部：総務部  
災害や事故、当組合の経営状況等について不適切あるいは虚偽の報道・情

報が流布し、当組合の評判が悪化すること等により、直接、間接を問わず不

測の損失を被るリスクです。 

リスク管理委員会

(統合的リスク管理）

オペレーショナル・リスク

事務リスク システムリスク 法務リスク 風評リスク

信用リスク 市場リスク 流動性リスク

リスク管理体制   
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「金融円滑化」の取り組み 

  けんしんは、お客さま一人ひとりの顔が見える対話を大切にし、身近な頼れる相談相手となってお

客さまの悩みを一緒に考え問題の解決に努めております。このようなことが金融機関として重要な

役割であることを認識し、「金融円滑化」にも取り組んでまいりました。 

中小企業金融円滑化法が平成２５年３月末で終了しましたが、当組合は円滑化法施行前からお

客様からの申出による新規融資のご相談や借入条件の変更については積極的かつ柔軟に対応し

てまいりました。円滑化法が終了しましても、これまで同様、広く要請に応えてまいります。 

  今後も融資こそ地域経済の発展と安定に役立つとの認識のもと、積極的な活動を行い、タイムリ

ーに資金需要に応えるように努めます。 

 

 

中小企業の経営支援に関する取組み 

● 取組みの方針 

 信用組合の理念である相互扶助の精神の下、金融円滑化管理方針に基づき、地域経済発展に

貢献できるよう地域金融の円滑化に全役職員が積極的に取り組んでおります。 

 

① お客様からの融資のご相談や融資返済条件の変更等のご相談・お申込みに対しては、お

客様のご要望を十分にお聞きし、迅速かつ適切にお応えすることができるよう努めてまいり

ます。 

 

② 中小企業のお客様との貸付条件の変更等の協議にあたっては、中小企業の特性や事業の

状況、事業の改善もしくは再生の可能性等を十分に検討し、経営改善に向けた取り組みを

積極的に支援してまいります。併せて、他の金融機関や信用保証協会、中小企業再生支

援協議会等の関係機関、外部専門家との適切な連携を図り、コンサルティング機能の発揮

に努めてまいります。 

 

③ 新規融資や融資条件の変更等に関するお問い合わせ、ご相談、苦情、ご要望等につきま

しては、全営業店の「ご返済等に関するご相談受付窓口」及び総務部「よろず相談室」でお

受けしております。 

 

 

 

 

小規模・中小事業者の経営改善・地域活性化の取組 
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●態勢整備の状況（組織体制図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●取組みの状況 

  新たに会社等を創業される方や新規の事業を始める方などそれまでの実績が乏しい事業者の

方についても、福島県信用保証協会や、福島県などの制度融資や制度保証を活用して、積極的に

資金需要に応えております。 

企業の成長段階においては、十店会・ヤング十店会での会合において会員間での交流活動を行

い、ビジネスマッチングの場を提供しております。平成３１年２月２５日に東北初となる「企業立地連

携プラットフォーム」（福島市）の設立にあたり支店長２名を会員登録し、企業の誘致や用地確保等

に向けた環境整備のため、講演会の受講や情報交換会を行っております。 

 けんしんは、平成２５年２月１日に「経営革新等支援機関」の認定を取得して、経営改善サポート

を行い、支援を強化しております。 

  「福島県中小企業支援ネットワーク」「中小企業基盤整備機構」と連携し、中小企業診断士など専

門家の紹介、事業承継の相談アドバイスを行っております。また、「ローカルベンチマーク」「業種

別支援の着眼点」を活用した事業性評価を実施し、事業性評価に基づく顧客事業所への各種改善

等の提案及び提案先へのフォローアップを行い、その後、外部専門講師による支援状況ヒアリン

グ等を本部にて行っています。 

 

小規模・中小事業者の経営改善・地域活性化の取組  
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重い病気や障がいを持った子どもたちを支援 
 
けんしんは福島県信用組合協会を通じて、毎年「しんくみピーターパンカード」（信用組合の社会貢

献クレジットカード）寄付金とチャリティ募金で、重い病気や障がいをもった子どもたちを支援し続け

ています。「しんくみピーターパンカード」は信用組合業界のクレジットカードとして㈱オリエントコー

ポレーションが発行し、そのカード利用代金決済を全国の信用組合で行っているものです。 

ピーターパンカードの利用代金の０．３％と県内信用組合役職員からのチャリティ募金などをあわ

せて、地域の子どもたちの諸施設に社会貢献活動の一環として寄付をしています。 

●「経営者保証に関するガイドライン」への対応 

  けんしんでは、「経営者保証に関するガイドライン」の趣旨や内容を十分に踏まえ、お客様からお

借入れや保証債務整理の相談を受けた際に真摯に対応する態勢を整備しています。経営者保証

の必要性については、お客様との丁寧な対話により、法人と経営者の関係性や財務内容等の状況

を把握し、同ガイドラインの主旨内容を踏まえて十分に検討するなど、適切な対応に努めています。

また、どのような改善を図れば経営者保証の解除の可能性が高まるかなどを具体的に説明し、経

営改善指導を行っています。 

  「経営者保証に関するガイドライン」の取組状況 

  令和６年度において、「新規に無保証で融資した件数」は３５２件（前年度２６４件）、「新規融資に占

める経営者保証に依存しない融資の割合」は１７.９７％（同１７.１４％）、「保証契約を解除した件数」

は１１１件（同１６件）、「経営者保証に関するガイドライン」に基づく保証債務整理の成立件数（けん

しんをメイン金融機関として実施したものに限る）」は該当がありませんでした。 

 

地域の活性化に関する取組 

  けんしんは、地域や利用者に対する積極的な情報発信を行い、地域信用組合の特性上、地域に

元気を与える事業に取り組んでおります。主要な項目について、下記ページにて具体的に説明を

しております。 

・ 担保・保証人に過度に依存しない融資への取組み 

                 （十店会ローン、保証協会付信用組合資金）  ２４ページ 

・ 全営業店における十店会組織及びヤング十店会の活動 

                    （経営相談・ビジネスマッチング） ２５・２７ページ 

・ 各営業店によるイベントの開催 （中小企業・地域商店街活性化推進） ２８ページ 

 

  

小規模・中小事業者の経営改善・地域活性化の取組 
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けんしんは、皆様からお預かりしたお金を、融資として地域に還流させることこそが最大の地域貢献

であると考えます。皆様の預金は下記のように地域内融資に活かされています。 

震災後、けんしんは地域金融の円滑化を目的として、特に積極的に事業を行っているお客様への

融資を行っております。令和６年度末における事業性融資の金額は６６９億円であります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  業種 金額 

製造業 ５,２２６ 

建設業 １６,８９８ 

運輸業 ５,６０６ 

卸売・小売業 ７,７３９ 

不動産業 

（うち不動産賃貸業） 

１４,５４０ 

（８,８５３） 

サービス業 １４,３４１ 

その他 ２,５５５ 

合 計 ６６,９０５ 

不動産業 

預金１,７９１億円 貸出金１,２５１億円 

預貸率６９.８％ 

個人 
1,214 億円 

68％ 

個人 
401 億円 

32％ 

法人 
398 億円 

22％ 

事業者 
669 億円 

54％ 

市町村等 

地方公共団体 
179 億円 

10％ 

市町村等 

地方公共団体 
181 億円 

14％ 

事業性貸出金業種内訳 単位：百万円 

● 「不動産業」の約６０％はアパートや貸家経営
などの不動産賃貸業です。 

● 「サービス業」には「旅館」「映画娯楽」「医療」 
「介護」などが含まれます。 

地域のお客様 

けんしん 

地域貢献（融資について） 

製造業 

建設業 

運輸業 

卸売・小売業 

サービス業 

その他 
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過度に担保・保証に依存しない融資として、当組合のお客さまの交流組織である各店の「十店会」の

会員を対象とした当組合独自の融資制度を用意しております。 

・ 年商の１／５、または２０百万円以内、いずれか低い額までの融資枠を設定し、即日、融資する制

度です。 

・ 各営業店は、「十店会」会員が新しい時代に向けての適応性と成長性を高めるため定期的に開催

する勉強会や研修会に参加して、会員とコミュニケーションを密にし、信頼関係を構築したうえで、

同会員に対して、原則無担保、無保証人にて融資いたします。また、併せて、異業種交流による

ビジネスマッチングの場を提供しております。 

・ 実績は以下の通りです。 

  令和７年３月末残高  ６２２件／２,４１９百万円  

（令和６年度は１,１７１件、４６億円実行いたしました） 

尚、東日本大震災及び台風１９号被害においては、十店会会員向けに特別融資を行いました。 

 

 

 

 

 

全国の都道府県では唯一の信用組合の組合員を対象とした福島県の制度融資です。 

・ 運転資金、設備資金ともに２５百万円までのご利用となります。 

・ 実績は以下の通りです。 

令和７年３月末残高  １,１６６件／６,４８７百万円 

（令和６年度は３２９件、２８億円実行いたしました） 

  

密度の高い 

コミュニケーションの構築 

勉 強 会 

研 修 会 

企業視察 

信頼関係の構築  

当組合 

十店会会員 

会員数 

８９４名 

信用による資金供給 
（過度に担保・保証に依存しない融資） 

タイムリーに 

即日融資 

 

参加 

参加 

他会員との 

ビジネスマッチング 

当組合十店会会員専用「十店会ローン」 

中小零細事業者支援の県制度融資「信用組合資金」 

地域貢献（十店会ローン・信用組合資金の紹介） 



 

 - 25 - 

「十店会」とは・・・ 

・ けんしんの創業当時、十の異業種のお客様との交流によってお互いを支えあい、ともに成長

してきたという考え方から、この原点を大切にして、経営力強化を図るという考え方で「十店

会」は組織化されました。 

・ 事業者の方々への「コミュニティ」の創設 

・ ビジネスマッチングの場の提供 

・ 勉強会、研修会等による経営力強化 

・ 定期的な交流による会員相互の信頼関係の構築 

 

十店会会員の現況 

平成１５年４月、南福島支店において会員７４名にて最初に設立され、その後、各店において設

立。全店での組織化がなされております。令和７年７月末現在、会員数８９４名にて活動中です。 

令和６年度は、勉強会や講演会、視察旅行等積極的に活動を行うことができました。十店会の

基本にある「事業者の方々との「コミュニティ」の創設」「会員相互の信頼関係の構築」を重視し、

活動をしております。 

  

令和６年度「十店会」の主な活動 

６月 ４日 朝日支店 講演会 「相続登記の義務化について」 

６月 ５日 桜通支店 講演会 「最近の犯罪の特徴とその対策」 

６月 ７日 鏡石支店 講演会 「カスタマーハラスメントについて」 

６月 １９日 日和田支店 講演会 「安積山の和歌について」 

６月 ２１日 石川支店 講演会 「各種補助金活用セミナー」 

６月 ２４日 安積支店 講演会 「会社経営者が考えるべき相続」 

６月 ２４日 須賀川支店 講演会 「新時代マネジメントで生産性向上」 

６月 ２５日 本店営業部 講演会 「経営者の相続相談」 

６月 ２７日 コスモス通り支店 講演会 「金の延べ棒と円安」 

７月 ２７日 朝日支店 ハイキング 西会津大山祈神社・馬追観音 

８月 ２３日 本店営業部 勉強会 「ハラスメント予防研修」 

８月 ２３日 コスモス通り支店 勉強会 「ペットは家族の一員」 

１０月 ４日 コスモス通り支店 視察 黒部川電気記念館・黒部ダム（長野県） 

１０月 １６日 鏡石支店 視察 扇知屋・松川地熱発電所 （岩手県） 

１０月 ２０日 常葉支店 視察 藤次郎ファクトリー他（新潟県） 

１０月 ２３日 松川支店 勉強会 「大規模災害における自衛隊派遣活動」 

１０月 ２５日 白河支店 視察 ものづくりイズム館他（北陸・京都方面） 

１１月 １日 全店 第１５回十店会会長会議（母畑温泉八幡屋） 

十店会活動 
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１１月 ４日 安積支店 視察 酒造資料館・せんべい工場他（山形県） 

１１月 ７日 朝日支店 視察 伊那食品工業他（長野県） 

１１月 ８日 富久山支店 視察 ヤマト運輸歴史館他（神奈川県） 

１１月 １０日 桜通支店 視察 巣鴨・豊洲市場他（東京都） 

１１月 １７日 松川支店 視察 相俣ダム・ヤマキ工場他（群馬県） 

１１月 １７日 南福島支店 視察 鎌倉・横浜エアキャビン他（神奈川県） 

１２月 ３日 本店営業部 クリスマス会 

１２月 ５日 須賀川・石川支店 勉強会 「最近の金融犯罪について」 

１２月 １０日 本店営業部 視察 糸魚川信組様取引先様他（新潟県） 

１月 ２３日 日和田支店 視察 首都圏外郭放水路他（埼玉県・群馬県） 

２月 ３日 本店営業部 講演会 「最近の犯罪の特徴とその対策」 

２月 ４日 朝日支店 講演会 「レストランでの楽しい食事会」 

２月 ４日 松川支店 講演会 「最近の犯罪の特徴とその対策」 

２月 ５日 鏡石支店 講演会 「最近の犯罪の特徴とその対策」 

２月 １０日 桜通支店 講演会 「やる気・元気の出る話」 

２月 １２日 松川支店 講演会 「最近の犯罪の特徴とその対策」 

２月 １２日 常葉支店 講演会 「最近の犯罪の特徴とその対策」 

２月 １３日 須賀川・石川支店 講演会 ピアニスト藤居ジュンコ様演奏会 

２月 １３日 本宮支店 講演会 「最近の犯罪の特徴とその対策」 

 

 

 

  

１１月１日 

十店会会長会議 
各営業店の十店会会長が集まり、「第１５回十店会会長会 

議２０２４」を石川町母畑温泉の八幡屋にて行いました。 
 当日はフリーアナウンサーの講演会などを行いました。 
十店会は各営業店毎に組織化されていますが、会長会議 
で相互の交流を図ることにより、研修や勉強会の活動の更な 
る充実を図ることを目的として実施しました。 

１２月１０日～１１日 

本店営業部十店会視察旅行 
新潟県の糸魚川信用組合様にご協力頂き
地元の酒造店などの製造の現場を見学し
ました。 
 

６月２４日 

安積支店十店会勉強会 
司法書士の先生を講師に招き、会社経営
者の相続や事業継承に潜むリスクや事例
などについて講演を頂きました。 

十店会活動 
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「けんしんヤング十店会」とは・・・ 

地元企業の後継者及び若手経営者等による組織として、会員相互の研修の場として、後継者育成

と地域の活性化を図ることを目的とした「ヤング十店会」を平成２７年９月に設立しました。 

けんしんヤング十店会の会員は原則として５０歳未満を対象としており、（１）「けんしん十店会」に加

入している法人及び個人事業者の後継者または若手経営者、（２）本会の目的に賛同する法人及び

個人事業者の後継者又は若手経営者で、福島県商工信用組合の組合員である者が各店の十店会

の下部組織として所属しています。令和７年７月末現在、会員数は８７名です。 

けんしんヤング十店会の現況 

５月２４日（金） 定時総会・講演会 

「けんしん補助金セミナー」 
 

９月２３日（祝） イベント 
福島県商工信用組合 70周年記念事業 
商店街フェアのイベントステージ 

ぺんぎんナッツ 出演 
 

３月１８日（火） 福島県商工信用組合 

福島民友合同セミナー 
 
「中小企業の皆様に役立つ価格交渉講
習会」 
※ヤング十店会の会員にもご参加いた
だきました 
 

令和６年度はけんしんヤング十店会創立１０周年を迎えました。記念事業については令和７年度に 

実施予定です。 

 

けんしんヤング十店会はホームページを開設しております。  

https://kenshinyoung10.com 
けんしんヤング十店会の紹介の他、活動状況などを紹

介しています。ホームページから新規の会員の募集も行

っております。また、一部会員事業者の情報やメッセー

ジ、地図などの紹介記事を掲載しております。会員の方

のホームページとも繋がり、ビジネスマッチングのツー

ルとしての活用を今後は目指していきます。 

 

けんしんヤング十店会 
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けんしんは例年、各店毎に「けんしん商店街イベント」を開催しています。  

 

地元商店の皆さまなどに呼びかけ、模擬店舗を開き商品展示・即売など皆様に楽しんでいただきな

がら、ふれあいの場・情報交換の場を提供しています。 

けんしん「イベント」では商店街のほかに、特設のステージを設けて各種催しを行っています。 

地元の太鼓保存会やダンス愛好会などの文化活動の発表の場としても活用して頂いています。 

 

令和６年度は、福島県商工信用組合創立７０周年記念事業として、９月２３日に全店合同イベントを

郡山市にある複合コンベンション施設「ビッグパレットふくしま」にて開催しました。出店数は１２５店舗、

約８０００人のお客様にご来場頂きました。福島県内のけんしん以外の信用組合のお取引先様にもご

参加頂き、盛大な催しとなりました。 

 

ご出店者様による商店街フェアだけではなく、イベントステージや、抽選会なども行いました。今後

も地域経済の活性化を目的に、地域に密着した活動に取り組んでまいります。 

  

地域の皆様とのふれあい「イベント」事業  
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例年、けんしん本店営業部では平成８年から「みどりの街づくり運動」を実施しています。毎年営業

地区の家庭に朝顔を育苗し、届けています。この運動は全国的に評価され「全国信用組合表彰式」

（平成１２年１０月２０日開催）で「しんくみ運動社会貢献表彰」を受賞しました。 

新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、平成３１年から実施を見送ってまいりましたが、令和

５年から運動を再開しました。再開後は規模を拡大し全ての営業店で実施しております。種まきや

育苗などについては地域の幼稚園の皆様などにもご協力を頂きました。 

平成８年から２４年間毎年実施しており、東日本大震災の後も時期を調整などして継続して行って

きたこの運動ができていることを、職員一同とても嬉しく思っています。地域の皆様にみどりと笑顔

を届ける活動を今後も行ってまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

みどりの街づくり運動 
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＜当組合の苦情に対する措置＞ 

当組合では、お客様により一層のご満足をいただけるよう、お取引に係る苦情等を受付けておりま

す。お気軽にお申し出ください。 
※苦情等とは、当組合との取引に関する照会・相談・要望・苦情・紛争のいずれかに該当するもの及びこれらに準

ずるものをいいます。 

当組合へのお申出先    「お取引店舗」または「よろず相談室」にお願いいたします。 

名称 よろず相談室 

住所 〒９６３‐８８７７ 郡山市堂前町７‐７ 

電話 ０２４‐９２２‐７７１１ 

受付時間 ９：００～１７：００ （土日・祝日及び金融機関休業日を除く） 

苦情等のお申し出は当組合のほか、しんくみ相談所でも受付けています。 

（詳しくは、よろず相談室へご相談ください） 

名称 しんくみ相談所 （一般社団法人全国信用組合中央協会） 

住所 〒１０４‐００３１ 東京都中央区京橋１‐９‐５ 

電話 ０３‐３５６７‐２４５６ 

受付時間 ９：００～１７：００ （土日・祝日及び金融機関休業日を除く） 

相談所は、公平・中立な立場でお申し出を伺い、お申し出のお客様の了解を得たうえ、当該の信用

組合に対し迅速な解決を要請します。  

＜紛争解決のための措置等の概要＞ 

仙台弁護士会、東京弁護士会、第一東京弁護士会、第二東京弁護士会が設置運営する仲裁セン

ター等で紛争の解決を図ることも可能ですので、当組合よろず相談室またはしんくみ相談所へお申し

出ください。なお、下記弁護士会の仲裁センター等は、仙台市や東京都以外の各地のお客様もご利

用いただけます。 

また、お客様が直接、仲裁センター等へ申し出ることも可能です。 

名称 
仙台弁護士会 
紛争解決センター 

東京弁護士会 
紛争解決センター 

第一東京弁護士会 
仲裁センター 

第二東京弁護士会 
仲裁センター 

電話 ０２２‐２２３‐１００５ ０３‐３５８１‐００３１ ０３‐３５９５‐８５８８ ０３‐３５８１‐２２４９ 

なお、前記東京・第一東京・第二東京弁護士会の各仲裁センターは、東京都以外の地域の方々からの

申立について、当事者の希望を聞いたうえで、アクセスに便利な地域で手続を進める方法もあります。 

①移管調停：東京以外の弁護士会の仲裁センター等に事件を移管する。 

②現地調停：東京の弁護士会の斡旋人と東京以外の弁護士会の斡旋人が、弁護士会所在地と東京

を結ぶテレビ会議システム等により、共同して解決に当たる。 
※移管調停、現地調停は全国の弁護士会で実施している訳ではありませんのでご注意ください。具体的内容は仲裁セン

ター等にご紹介ください。 
 

保険商品の取扱いに係る申立については、下記仲裁センターへ申し出ることも可能です。 

名称 
生命保険相談所 

一般社団法人生命保険協会 

そんぽＡＤＲセンター 
一般社団法人日本損害保険協会 

電話 ０３‐３２８６‐２６４８ ０５７０‐０２２‐８０８ 

 

苦情に対する措置・紛争解決のための措置等  
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貸借対照表 ３２ 

損益計算書 ３５ 

剰余金処分計算書 ３６ 

財務諸表の適正性、内部監査の有効性に

ついて経営責任に関する確認書 
３６ 

監査の状況 ３６ 

主要な経営指標等の推移 ３７ 

資金運用勘定・資金調達勘定の平均残高等 ３７ 

総資金利鞘等 ３８ 

業務粗利益及び業務純益等 ３８ 

受取利息および支払利息の増減 ３９ 

役務取引の状況 ３９ 

その他業務収益の内訳 ３９ 

経費の内訳 ４０ 

総資産利益率 ４０ 

職員１人当りの預金及び貸出金残高 ４０ 

 １店舗当りの預金及び貸出金残高 ４１ 

預貸率及び預証率 ４１ 

オフ・バランス取引の状況 ４１ 

２ 預金項目 

預金積金種目別平均残高 ４２ 

金利区分別定期預金残高 ４２ 

預金者別預金残高 ４２ 

財形貯蓄残高 ４２ 

貸出金項目 

貸出金種類別平均残高 ４３ 

貸出金金利区分別残高 ４３ 

貸出金使途別残高 ４３ 

貸出金業種別残高 ４４ 

消費者ローン・住宅ローン残高 ４４ 

貸出金担保種類別残高 ４５ 

 

 

債務保証見返担保種類別残高 ４５ 

貸出金償却額 ４５ 

代理貸付残高の内訳 ４６ 

金融再生法に基づく債権及び 

同債権に対する保全額 
４６ 

その他項目 

有価証券の時価等情報 ４７ 

有価証券種類別残存期間別残高 ４８ 

有価証券種類別平均残高 ４８ 

商品有価証券種類別平均残高 ４９ 

先物取引の時価情報 ４９ 

オプション取引の時価情報 ４９ 

公共債引受額 ４９ 

公共債窓販実績 ４９ 

公共債ディーリング実績 ４９ 

内国為替取扱実績 ４９ 

外貨建資産残高 ４９ 

自己資本の充実の状況等 

自己資本の構成に関する事項 ５０ 

自己資本の充実度に関する事項 ５２ 

信用リスクに関する事項 ５４ 

信用リスク削減手法に関する事項 ６２ 

派生商品取引及び長期決済期間取引の 

取引相手のリスクに関する事項 
６２ 

証券化エクスポージャーに関する事項 ６２ 

出資エクスポージャーに関する事項 ６３ 

リスク・ウェイトのみなし計算が適用される 

エクスポージャーに関する事項 
６３ 

金利リスクに関する事項 ６３ 

自己資本調達手段の概要 ６４ 

  

 

資料編 

（注） 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。 

    当組合は信託業務の取り扱いはありません。 
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貸借対照表 

（単位：百万円） 

科  目 令和５年度 令和６年度 科  目 令和５年度 令和６年度 

（資産の部） （負債の部） 

現 金 １,４９３ ２,５７７ 預 金 ・ 積 金 １８２,３６９ １７９,１８２ 
預 け 金 ５６,３８９ ５０,７３０ 当 座 預 金 ３２３ ２５６ 
有 価 証 券 ７,９３４ ８,５８６ 普 通 預 金 ５９,１０７ ６１,０２０ 
国 債 － － 貯 蓄 預 金 ７３ ４２ 
地 方 債 ３,１３８ ３,９９８ 通 知 預 金 － － 
社 債 ４,７６０ ４,５５２ 別 段 預 金 １１９ ３２９ 
株 式 ３５ ３５ 納税準備預金 ３ ２ 

 その他の証券 ０ ０ 定 期 預 金 １０９,４５０ １０５,８２４ 
貸 出 金 １２１,２６７ １２５,１０９ 定 期 積 金 １３,２９２ １１,７０６ 
割 引 手 形 ３９９ ３０５ 借 用 金 － ３,４００ 
手 形 貸 付 ９,４６７ ８,２８３ 当 座 借 越 － ３,４００ 
証 書 貸 付 １０８,２１１ １１３,１４８ そ の 他 負 債 ５３６ ５８７ 
当 座 貸 越 ３,１８７ 

 

３,３７２ 

 

未決済為替借 ４６ ２２ 
そ の 他 資 産 ９２１ ８８７ 未 払 費 用 ４５ １０８ 
未決済為替貸 ２９ １３ 給 付 補 填 備 金 ９ ７ 
全信組連出資金 ３００ ３００ 未払法人税等 １１ ９ 
前 払 費 用 ４ ０ 前 受 収 益 ８０ ９２ 
未 収 収 益 １７２ ２１７ 払 戻 未 済 金 １６７ １６７ 
その他の資産 ４１５ ３５５ 職 員 預 り 金 － － 

有 形 固 定 資 産 ３,４３３ ３,３２２ リ ー ス 債 務 １１２ ７６ 
建 物 １,２３１ １,１６２ 資産除 去債 務 ８ ８ 
土 地 ２,０１９ ２,０１９ そ の 他 の 負 債 ５４ ９３ 
リ ー ス 資 産  １１２ 

７ 

７６ 

７ 

賞 与 引 当 金 ２２ ２３ 
建 設 仮 勘 定  － － 退職給付引当金 ６４ ７６ 
その他の有形固定資産  ７０ ６４ 役員退職慰労引当金 ３９ ４６ 

無 形 固 定 資 産 ３９ ３４ 睡眠預金払戻損失引当金 １１ １ 
ソ フ ト ウ エ ア ３１ ２７ 偶発損失引当金 １ １ 
その他の無形固定資産  ７ ７ 債 務 保 証 ６３ ７５ 

繰 延 税 金 資 産 ４４５ ５７４ 負 債 の 部 合 計 １８３,１０９ １８３,３９４ 

債 務 保 証 見 返 ６３ ７５ （純資産の部） 
貸 倒 引 当 金 △１,７５０ △１,５１４ 出 資 金 ５,４６０ ５,３０９ 
（うち個別貸倒引当金） （△１,６３４） （△１,３８６） 普 通 出 資 金 ５,４６０ ５,３０９ 

   利 益 剰 余 金 １,８７６ ２,０６２ 
   利 益 準 備 金 １,５３８ １,５５５ 
   その他利益剰余金  ３３８ ５０７ 
    特別積立金 １７５ ２０５ 
   当期未処分剰余金  １６３ ３０２ 

   組 合 員 勘 定 計 ７,３３７ ７,３７２ 
   その他有価証券評価差額金  △２０９ △３８４ 
   評価・換算差額等合計 △２０９ △３８４ 

   純資産の部合計 ７,１２８ ６,９８８ 

資 産 の 部 合 計 １９０,２３７ １９０,３８２ 負債及び純資産の部合計 １９０,２３７ １９０,３８２ 
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貸借対照表の注記事項 

 
（１）  有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定

額法）、その他有価証券については、原則として時価法（売却原価は主として移動平均法

により算定）、ただし、市場価格のない株式等については移動平均法による原価法により

行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により

処理しております。 

 

（２）  有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以

後に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成２８年４月１日以後に取得した建物附

属設備及び構築物については定額法）を採用しております。また、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

 建  物  ３０～５０年     その他  ５～１５年 

 

（３）  無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定額法によっております。なお、自社利

用のソフトウェアについては、当組合内における利用可能期間（５年）に基づいて償却して

おります。 

 

（４）  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース

期間を耐用年数とした定額法によっております。なお、残存価額については、リース契約

上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としてお

ります。 

 

（５）  外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

 

（６）  貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する

実務指針」（日本公認会計士協会・銀行等監査特別委員会報告第 4 号）に規定する正常

先債権及び要注意先債権に相当する債権については、過去の一定期間における各々の

貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引き当てております。 

破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び

保証による回収可能見込額を控除し、その残額に過去の一定期間における貸倒実績から

算出した貸倒実績率に将来の見込みに係る必要な修正を加えた予想損失額に基づき引

当てております。 

破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から回収可能見

込額を控除した残額を引当てております。 

全ての債権は、資産の自己査定基準に基づき、各営業店が一次査定を実施し、自己査

定委員会において二次査定を実施しております。二次査定が終了した後、監査部を中心

とした三次査定者が査定についての検証を行ない、その査定結果により上記の引当てを

行っております。 

 

（７）  賞与引当金は、従業員の賞与支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額

のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。 

 

（８）  退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、企業会計基準適用指針第 25 号「退

職給付に関する会計基準の適用指針」（平成 27 年 3 月 26 日）に定める簡便法（退職給

付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法）により、当事業年度末にお

ける必要額を計上しております。  

当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制度（総合設立型企業

年金基金）に加入しており、当組合の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算する

ことができないため、当該企業年金制度への拠出額を退職給付費用として処理しており

ます。 

なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占める当組

合の割合並びにこれらに関する補足説明は次のとおりであります。。 

① 制度全体の積立状況に関する事項（令和６年３月３１日現在） 

年金資産の額        ２４９,４１６百万円 

年金財政計算上の数理債務の額と最低責任準備金との合計額  

                                            

                              ２１１,０３３百万円 

差引額                ３８,３８２百万円 

② 制度全体に占める当組合の掛金拠出割合（令和６年３月３１日現在）                   

１.０６１％ 

③ 補足説明 

上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高９,８９５百万

円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間８年の元利均等償

却であり、当組合は当期の計算書類上、特別掛金４４百万円を費用処理しておりま

す。 

なお、特別掛金の額はあらかじめ定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額

に乗じることで算定されるため、上記②の割合は当組合の実際の負担割合とは一致

しません。 

 

（９）  役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退

職慰労金の支給見積額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上

しております。 

 

（１０） 睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請

求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり必要と認める額を計

上しております。 

 

（１１） 偶発損失引当金は、信用保証協会の責任共有制度による負担金の将来における支出に

備えるため、将来の負担金支出見込額を計上しております。 

 

（１２） 会計上の見積りにより当事業年度に係る財務諸表にその額を計上した項目であって、翌

事業年度に係る財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

 ・貸倒引当金 １,５１４百万円 

  貸倒引当金の算出方法は、（６）に記載しております。 

  主な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。「債

務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を個

別に評価し、設定しております。 

  なお、個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、

翌事業年度に係る財務諸表における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性がありま

す。 

 

 

 ・繰延税金資産 ５７４百万円 

  繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額並びに

一時差異の損金算入時期によって見積もっております。当該見積りは、将来の不確実な経

済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期

及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の財務諸表において、繰延税金資産の金

額に重要な影響を与える可能性があります。 

 

（１３） 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

 当組合は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務を行っております。 

このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理

（ALM）をしております。 

② 金融商品の内容及びそのリスク 

 当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。 

 また、有価証券は、主に債券であり、満期保有目的、純投資目的及び事業推進目的

で保有しております。 

 これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リス

クに晒されております。 

 一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。 

③ 金融商品に係るリスク管理体制 

１.信用リスクの管理 

  当組合は、信用リスクに関しては、信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金

について、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、ポートフォリオ管理を行うと共に、

保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制を整備し運営し

ております。 

 これらの与信管理は、各営業店のほか審査部並びに資産管理部により行われ、ま

た、定期的に理事会へ報告を行っております。 

２.市場リスクの管理 

 ⅰ.金利リスクの管理 

当組合は、金利リスクに関しては、ALM によって金利の変動リスクを管理してお

ります。 

統合的リスク管理方針や市場リスク管理方針等によりリスク管理を明記し、必要

に応じて理事会へ状況報告を行っております。 

   経理部では、月次処理で金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、

リスクの内容を毎月経営陣へ報告しております。 

 さらに、与信管理の状況については、監査部がチェックをしております。 

 ⅱ.為替リスクの管理 

  当組合は、為替の変動リスクに関しては、市場リスク管理方針、市場リスク管理

規程に基づき管理しております。 

 ⅲ.価格変動リスクの管理 

  当組合は、価格変動リスクに関しては、市場リスク管理方針、市場リスク管理規

程に基づき管理し、運用部門である経理部は、稟議により有価証券種類別の運

用枠やリスクリミットの承認を受け、その範囲で運用しております。 

当組合で保有している株式は、業界関係等が主なものであります。 

価格変動リスクについては、毎月経営陣へ報告いたしております。 

 ⅳ.市場リスクに係る定量的情報 

 当組合では、「預け金」「有価証券」「貸出金」「預金積金」及び「借用金」の市場リ

スクを VaR により月次で計測し、取得したリスク量がリスク限度額の範囲内とな

るように管理しております。 

当組合の VaR は、「預け金」「有価証券」「貸出金」「預金積金」及び「借用金」に

ついてモンテカルロ・シミュレーション法（保有期間２４０日、信頼区間９９％、観測

期間２年）により算出しており、令和７年３月３１日現在で当組合の市場リスク量

（損失額の推定値）は全体で３,４８４百万円です。 

３.資金調達に係る流動性リスクの管理 

  当組合は、流動性リスクに関しては、流動性リスク管理方針、流動性リスク管理

規程に基づき流動性リスクの管理を行っております。 

 

（１４） 金融商品の時価等に関する事項 

 令和７年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりで

あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表に

は含めておりません。 

 また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。 

（単位：百万円） 

 貸借対照表 

計 上 額 
時 価 差額 

（1）預け金（*１） ５０,７３０ 
５０,３０

３             
△４２６  

（2）有価証券    

      満期保有目的の債券 

その他有価証券 

２,６５３ 

５,９３０ 

２,５１６ 

５,９３０ 

△１３７ 

－ 

（3）貸出金（*１） １２５,１０９ １２４,７９４  

      貸倒引当金（*２） △１,５１４   

 １２３,５９４ １２４,７９４ １,２００  

金融資産計 １８２,９０９ １８３,５４５ ６３６  

（1）預金積金（*１） １７９,１８２ １７８,８１４ △３６８  

（2）借用金（*１） ３,４００ ３,４００      － 

金融負債計 １８２,５８２ １８２,２１４ △３６８  

（＊１） 預け金、貸出金、預金積金及び借用金の「時価」には、「簡便な計算に

より算出した時価に代わる金額」を記載しております。 

（＊２） 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除してお
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ります。 

 

（注１）金融商品の時価等の算定方法 

金融資産 

（1）預け金 

 満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金については、市場金

利で割り引くことで現在価値を算定し、当該現在価値を時価とみなしており

ます。 

 

（2）有価証券 

株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示さ

れた価格によっております。 

 なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項については(１５)か

ら（１７）に記載しております。 

（3）貸出金 

 貸出金は、以下の①～②の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当

金及び個別貸倒引当金を控除する方法により算定し、その算出結果を「簡

便な計算により算出した時価に代わる金額」として記載しております。 

① ６カ月以上延滞債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難な債権に

ついては、その貸借対照表の貸出金勘定に計上している額。 

② ①以外については、貸出金の種類ごとにキャッシュ・フローを作成し、元

利金の合計額を市場金利で割り引いた価額。 

金融負債 

（1）預金積金 

 要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を

時価とみなしております。定期預金及び定期積金の時価は、一定の金額帯

及び期間帯ごとに将来キャッシュ・フローを作成し、元利金の合計額を一種

類の市場金利で割り引いた価額を時価とみなしております。 

（2）借用金 

     借用金については、帳簿価額を時価としております。 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、

金融商品の時価情報には含まれておりません。 

（単位：百万円） 

区 分 貸借対照表計上額 

非上場株式（＊１） ２ 

組合出資金（＊１） ３００ 

その他の証券 ０ 

合 計 ３０２ 

（＊１） 非上場株式及び全信組連出資金については、企業会計基準適用指針

第１９号「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（令和２年３月３

１日）第５項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 

 

（１５） 有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。 

これらには、「地方債」、「社債」、「株式」が含まれております。以下（１７）まで同様であり

ます。 

売買目的に区分した有価証券はありません。 

満期保有目的の債券 

【時価が貸借対照表計上額を超えないもの】（単位：百万円） 

 貸借対照表   

計上額 

取得 

原価 差額 

地  方 債 1,850  1,753  △96  

社      債 803  762  △40  

合      計 2,653  2,516  △137  

子会社・子法人等株式及び関連法人等株式に区分した有価証券はありません。 

その他有価証券 

【貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの】（単位：百万円） 

 貸借対照表   

計上額 

取得 

原価 差額 

株      式 33  19  14  

小      計 33  19  14  

       

【貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの】（単位：百万円） 

 貸借対照表   

計上額 

取得 

原価 差額 

地  方 債 2,147  2,200  △52  

社      債 3,749  4,239  △489  

小      計 5,897  6,439  △542  

合      計 5,930  6,458  △527  

(注) 貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基づく時価

により計上したものであります。 

 

（１６） 当事業年度中に売却したその他有価証券はありません。 

       

（１７） その他有価証券のうち満期のあるもの及び満期保有目的の債券の期間毎の償還予定

額は次のとおりであります。                             （単位：百万円） 

 

１年以内 

１年超 

５年以内 

５年超 

１０年以内 １０年超 

地方債 497 1,557 1,943 － 

社  債 － 1,681 1,264 1,607 

合  計 497 3,238 3,207 1,607 

 

（１８） 債権のうち、破産更生債権及びこれらに準ずる債権額は２,５８７百万円、危険債権額は１，

５４６百万円であります。 

     なお、破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生

手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれら

に準ずる債権であります。 

     また、危険債権とは、債務者が経営破綻に陥っている状態には至っていないが、財政状

態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができな

い可能性の高い債権で、破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであり

ます。 

 

（１９） 債権のうち三月以上延滞債権額は８０百万円であります。 

    なお、三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から三月以

上遅延している貸出金で、破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当

しないものであります。 

 

（２０） 債権のうち貸出条件緩和債権額は４０百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金

利の減免、利息支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取り

決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上

延滞債権に該当しないものであります。 

 

（２１） 破産更生債権及びこれらに準ずる債権額、危険債権額、三月以上延滞債権額並びに貸

出条件緩和債権額の合計額は、４,２５３百万円であります。 

なお、（１８）～（２１）に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

 

（２２） 手形割引は、業種別委員会実務指針第 24 号に基づき金融取引として処理しております。

これにより受け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替等は、

売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金

額は３０５百万円であります。 

 

（２３） 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客から融資実行の申し出

を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資

金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、８,６０

１百万円であり、原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なも

のであります。 

 なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行

残高そのものが必ずしも当組合の将来のキャッシュ･フローに影響を与えるものではあり

ません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があ

るときには、当組合が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をするこ

とができる旨の条件が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・

有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている当組合内手続き

に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講

じております。 

 

（２４） 有形固定資産の減価償却累計額は、２,８６０百万円であります。 

 

（２５） 理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額は１５２百万円

であります。 

 

（２６） 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりで

あります。 

 

（２７） 担保提供している資産は次のとおりであります。 

担保提供している資産   預け金 １６,４００百万円 

担保資産に対応する債務  預  金 １５,８８６百万円 

                     借用金   ３,４００百万円 

      上記のほか、公金取扱い、為替取引及び日本銀行歳入復代理店取引のために預け金１３，

０１０百万円を担保として提供しております。 

 

（２８） 出資 1口当たりの純資産額は、１,３１６円０３銭であります。 

 

 

 

繰延税金資産  

貸倒引当金損金算入限度超過額 

退職給付引当金損金算入限度超過額 

その他有価証券評価差額金 

その他     

繰延税金資産小計 

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額                    

繰延税金資産合計 

繰延税金負債 

 建物（減価償却資産） 

その他有価証券評価差額金 

繰延税金負債合計 

繰延税金資産の純額 

 

２６４ 

  ２０ 

１４７ 

  ２５９ 

６９２ 

１１４ 

  ５７８ 

 

０ 

    ３ 

４ 

  ５７４ 

 

 

百万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

百万円 
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損益計算書  

                                                              （単位：千円） 
科 目 令和５年度 令和６年度 

経 常 収 益 ２,７１１,９９１ ２,７９５,２８４ 

資 金 運 用 収 益 ２,３４１,６６１ ２,４６６,８７１ 

貸 出 金 利 息 ２,２２１,７４７ ２,２７８,９４９ 

預 け 金 利 息 ８４,８５６ １３８,３９７ 

有 価 証 券 利 息 配 当 金 ２５,７０７ ４０,１７３ 

そ の 他 の 受 入 利 息 ９,３５０ ９,３５０ 

役 務 取 引 等 収 益 １７８,１５７ １８２,４６２ 

そ の 他 業 務 収 益 １６,５８９ ５３,０３６ 

そ の 他 経 常 収 益 １７５,５８２ ９２,９１４ 

償 却 債 権 取 立 益 １,６２１ ３９８ 

株 式 等 売 却 益 － － 

そ の 他 の 経 常 収 益 １７３,９６１ ９２,５１５ 

経 常 費 用 ２,５９３,８３０ ２,６０４,１９８ 

資 金 調 達 費 用 ３８,４７２ １４５,２５９ 

預 金 利 息 ３４,７７７ １４０,２４８ 

給 付 補 填 備 金 繰 入 額 ３,６９５ ４,０９０ 

借 用 金 利 息 － ９１９ 

そ の 他 の 支 払 利 息 － － 

役 務 取 引 等 費 用 ３５８,６５６ ３６３,６８４ 

そ の 他 業 務 費 用 ３,９３１ ８７３ 

経 費 １,９４４,５２５ １,８６１,６３７ 

人 件 費 １,１９３,３１４ １,１３３,２０１ 

物 件 費 ６６９,５８８ ６５７,８７２ 

税 金 ８１,６２２ ７０,５６３ 

そ の 他 経 常 費 用 ２４８,２４２ ２３２,７４３ 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 １６６,３０３ １９１,１９３ 

貸 出 金 償 却 ４７,４１６ ２０,７８６ 

そ の 他 の 経 常 費 用 ３４,５２３ ２０,７６３ 

経 常 利 益 １１８,１６１ １９１,０８６ 

特 別 利 益 － １３ 

固 定 資 産 処 分 益 － １３ 

そ の 他 の 特 別 利 益 － － 

特 別 損 失 ２５９ ４４７ 

固 定 資 産 処 分 損 ２５９ ４４７ 

そ の 他 の 特 別 損 失 － － 

税 引 前 当 期 純 利 益 １１７,９０１ １９０,６５２ 

法人税、住民税及び事業税 １３,２８０ １１,９１８ 

法 人 税 等 調 整 額 １,０３０ △６３,００１ 

   当 期 純 利 益 １０３,５９０ ２４１,７３５ 
   繰 越 金 （ 当 期 首 残 高 ） ６０,１２９ ６０,４９１ 

経 営 安 定 積 立 金 取 崩 額 － － 

当 期 未 処 分 剰 余 金 １６３,７１９ ３０２,２２６ 

（損益計算書の注記事項） （１）出資１口当たりの当期純利益額は、４４円１９銭であります。 
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剰余金処分計算書 

（単位：千円） 

 令和５年度 令和６年度 

当期未処分剰余金 １６３,７１９ ３０２,２２６ 

特別積立金取崩額 － － 

剰余金処分額 １０３,２２８ ２５５,６９４ 

利益準備金 １７,０００ ３１,０００ 

出資に対する配当金 ５６,２２８ ５４,６９４ 

 （年１.０％の割合） （年１.０％の割合） 

経営安定積立金 ３０,０００ １７０,０００ 

繰越金（当期末残高） ６０,４９１ ４６,５３２ 

 

財務諸表の適正性、内部監査の有効性について経営者責任に関する確認書 

 

 

0 

 
 

 

 

 

 

監査の状況 

会計監査人の監査報告書                      監事の監査報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当信用組合は、協同組合による金融事業に関する法律第５条の８第３項に規定する「特定信用組合」に該当し

ないため法定監査を義務付けられておりませんが、経営の健全性や透明性を高める観点から、「貸借対照表」「損

益計算書」「剰余金処分計算書」等につきましては、会計監査人である「公認会計士齊藤栄太郎事務所 公認会計

士齊藤栄太郎氏」の監査を受けております。 

確認書 
 

 私は当組合の令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの第７１期の事業年度

における貸借対照表、損益計算書、剰余金処分計算書の適正性、および同書類

作成に係る内部監査の有効性を確認いたしました。 
 

令和７年５月２７日 

福島県商工信用組合 

理事長  須佐 真子 
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主要な経営指標等の推移 

（単位：百万円、口、人、％） 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

経常収益 ２,７２２ ２,５８７ ２,５１７ ２,７１１ ２,７９５ 

経常利益(損失) １２９ △４２１ ６４ １１８ １９１ 

当期純利益(損失) １１６ △４５９ ７９ １０３ ２４１ 

預金積金残高 １９６,６０９ １９２,１９８ １８６,５０４ １８２,３６９ １７９,１８２ 

貸出金残高 １２６,５２５ １２６,４９０ １２３,８５８ １２１,２６７ １２５,１０９ 

有価証券残高 ６,４４３ ７,４６３ ７,２９４ ７,９３４ ８,５８６ 

総資産額 ２０６,３７７ ２０１,３８４ １９４,７３１ １９０,２３７ １９０,３８２ 

純資産額 ８,１２８ ７,５５４ ７,３１８ ７,１２８ ６,９８８ 

自己資本比率（単体） ９.６２ ９.４６ ９.５８ ９.２０ ８.７２ 

出資総額 ５,７８４ ５,７７０ ５,６２１ ５,４６０ ５,３０９ 

出資総口数 ５,７８４,２７８ ５,７７０,９２７ ５,６２１,９９０ ５,４６０,６２３ ５,３０９,９５５ 

出資に対する配当金 ５７ ５７ ５７ ５６ ５４ 

職員数 １９１ ２０２ １８８ １８６ １７９ 

 

資金運用勘定、調達勘定の平均残高等 

 年度 平均残高(百万円) 利息（千円） 利回り（％） 

資金運用勘定 
令和５年度 １９７,１８３ ２,３４１,６６１ １.１８ 

令和６年度 １９４,５６１ ２,４６６,８７１ １.２６ 

うち 貸出金 
令和５年度 １１９,８５１ ２,２２１,７４７ １.８５ 

令和６年度 １２４,５９１ ２,２７８,９４９ １.８２ 

〃 預け金 
令和５年度 ７０,７９４ ８４,８５６ ０.１２ 

令和６年度 ６０,９３３ １３８,３９７ ０.２２ 

〃 有価証券 
令和５年度 ７,７７０ ２５,７０７ ０.３３ 

令和６年度 ８,７３６ ４０,１７３ ０.４５ 

資金調達勘定 
令和５年度 １９４,５５１ ３８,４７２ ０.０２ 

令和６年度 １９１,０１５ １４５,２５９ ０.０７ 

うち 預金積金 
令和５年度 １９４,５５１ ３８,４７２ ０.０２ 

令和６年度 １９０,７４０ １４４,３３９ ０.０７ 

〃 譲渡性預金 
令和５年度 － － － 

令和６年度 － － － 

〃 借用金 
令和５年度 － － － 

令和６年度 ２７４ ９１９ ０.３３ 

（注）資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（令和５年度１,５３２百万円、令和６年度３３３百万円）を控除して表示しています。 
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総資金利鞘等 

（単位：％） 

 令和５年度 令和６年度 

資金運用利回 （Ａ） １.１８ １.２６ 

資金調達原価率 （Ｂ） ０.９８ １.０４ 

総資金利鞘 （Ａ－Ｂ） ０.２０ ０.２２ 

 

業務粗利益及び業務純益等 

（単位：千円、％） 

 令和５年度 令和６年度 

資金運用収支 ２,３０３,１８８ ２,３２１,６１２ 

資金運用収益 ２,３４１,６６１ ２,４６６,８７１ 

資金調達費用 ３８,４７２ １４５,２５９ 

役務取引等収支 △１８０,４９９ △１８１,２２１ 

役務取引等収益 １７８,１５７ １８２,４６２ 

役務取引等費用 ３５８,６５６ ３６３,６８４ 

その他の業務収支 １２,６５７ ５２,１６３ 

その他業務収益 １６,５８９ ５３,０３６ 

その他業務費用 ３,９３１ ８７３ 

業務粗利益 ２,１３５,３４７ ２,１９２,５５３ 

業務粗利益率 １.０８ １.１２ 

業務純益 ２４２,４４８ ３２５,６０９ 

実質業務純益 ２５２,７１８ ３３７,９４６ 

コア業務純益 ２５２,７１８ ３３７,９４６ 

コア業務純益（投資信託解約損益を除く） ２５２,７１８ ３３７,９４６ 

（注）１．業務粗利益率＝業務粗利益／資金運用勘定計平均残高×１００ 

   ２．業務純益＝業務収益－（業務費用－金銭の信託運用見合費用） 

３．実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額 

    ４．コア業務純益＝実質業務純益－国債等債券損益 
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受取利息および支払利息の増減 

（単位：千円） 

 
令和５年度 令和６年度 

金額 対前期増減 金額 対前期増減 

受取利息 ２,３４１,６６１ ５３,６３９ ２,４６６,８７１ １２５,２０９ 

支払利息 ３８,４７２ △２,５４０ １４５,２５９ １０６,７８６ 

 

役務取引の状況 

（単位：千円） 

 令和５年度 令和６年度 

役務取引等収益 １７８,１５７ １８２,４６２ 

受入為替手数料 ４６,３９５ ４５,５８３ 

その他の受入手数料 １３１,６６１ １３６,８０１ 

その他の役務取引等収益 １００ ７７ 

役務取引等費用 ３５８,６５６ ３６３,６８４ 

支払為替手数料 ２０,９３７ ２０,２５２ 

その他の支払手数料 １６９ １１１ 

その他の役務取引等費用 ３３７,５５０ ３４３,３２０ 

 

その他業務収益の内訳 

（単位：千円） 

 令和５年度 令和６年度 

外国通貨売買益 － － 

国債等債券売却益 － － 

国債等債券償還益 － － 

その他の業務収益 １６,５８９ ５３,０３６ 

その他業務収益合計 １６,５８９ ５３,０３６ 
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経費の内訳 

（単位：千円） 

 令和５年度 令和６年度 

人件費 １,１９３,３１４ １,１３３,２０１ 

報酬給与手当 ９２０,６１３ ９１９,０９０ 

賞与引当金純繰入額 ６,２６０ ５７９ 

退職給付費用 ４９,１０６ ５９,３９３ 

社会保険料等 ２１７,３３３ １５４,１３６ 

物件費 ６６９,５８８ ６５７,８７２ 

事務費 ２８８,２８９ ２７２,９９１ 

固定資産費 １４７,２２１ １５０,６５９ 

事業費 ４５,７３１ ５３,０５７ 

人事厚生費 １７,７９２ １７,３４３ 

預金保険料 ２８,７７１ ２７,９３８ 

有形固定資産償却 １３４,４３７ １２４,９７４ 

無形固定資産償却 ７,３４５ １０,９０８ 

税金 ８１,６２２ ７０,５６３ 

経費合計 １,９４４,５２５ １,８６１,６３７ 

 

総資産利益率 

（単位：％） 

 令和５年度 令和６年度 

総資産経常利益率 ０.０５ ０.０９ 

総資産当期純利益率 ０.０５ ０.１２ 

（注）総資産経常（当期純）利益率＝ 
経常（当期純）利益 

×１００ 
総資産（債務保証見返を除く）平均残高 

 

職員１人当りの預金及び貸出金残高 

（単位：百万円） 

 令和５年度 令和６年度 

職員１人当りの預金残高 ９８０ １,００１ 

職員１人当りの貸出金残高 ６５１ ６９８ 
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１店舗当りの預金及び貸出金残高 

（単位：百万円） 

 令和５年度 令和６年度 

１店舗当りの預金残高 １１,３９８ １１,１９８ 

１店舗当りの貸出金残高 ７,５７９ ７,８１９ 

 

 

預貸率及び預証率 

（単位：％） 
 令和５年度 令和６年度 

預貸率 
期中平均 ６１.６０ ６５.３１ 

期 末 ６６.４９ ６９.８２ 

預証率 
期中平均 ３.９９ ４.５８ 

期 末 ４.３５ ４.７９ 

（注）預貸率＝ 
貸出金 

×１００ 預証率＝ 
有価証券 

×１００ 
預金積金＋譲渡性預金 預金積金＋譲渡性預金 

 

オフ・バランス取引の状況 

（単位：百万円） 

 令和５年度 令和６年度 

債務保証見返 ６３ ７５ 
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＜預金項目＞ 

預金積金種目別平均残高 

（単位：百万円、％） 

 
令和５年度 令和６年度 

金額 構成比 金額 構成比 

流動性預金 ６５,８３２ ３３.８ ６７,６１７ ３５.４ 

定期性預金 １２８,７１９ ６６.１ １２３,１２３ ６４.５ 

譲渡性預金その他 － - － - 

合計 １９４,５５１ １００.０ １９０,７４０ １００.０ 

金利区分別定期預金残高 

（単位：百万円、％） 

 
令和５年度 令和６年度 

金額 構成比 金額 構成比 

固定金利定期預金 １０８,３７８ ９９.０ １０４,８７４ ９９.１ 

変動金利定期預金 － － － － 

その他区分による定期預金 １,０７１ ０.９ ９５０ ０.８ 

合計 １０９,４５０ １００.０ １０５,８２４ １００.０ 

預金者別預金残高 

（単位：百万円、％） 

 
令和５年度 令和６年度 

金額 構成比 金額 構成比 

個人 １２１,２２８ ６６.４ １２１,４２６ ６７.７ 

法人 ６１,１４１ ３３.５ ５７,７５６ ３２.２ 

一般法人等 ４１,０２６ ２２.４ ３９,８４２ ２２.２ 

金融機関 １０ ０.０ ４ ０.０ 

公金 ２０,１０３ １１.０ １７,９０９ ９.９ 

合計 １８２,３６９ １００.０ １７９,１８２ １００.０ 

財形貯蓄残高 

（単位：百万円） 

 令和５年度 令和６年度 

財形貯蓄残高 ８２５ ７７２ 



 - 43 - 

＜貸出金項目＞ 

貸出金種類別平均残高 

（単位：百万円、％） 

 
令和５年度 令和６年度 

金額 構成比 金額 構成比 

割引手形 ３８０ ０.３ ３６２ ０.２ 

手形貸付 ７,９１０ ６.６ ７,９９８ ６.４ 

証書貸付 １０８,７２３ ９０.７ １１３,１５３ ９０.８ 

当座貸越 ２,８３６ ２.３ ３,０７７ ２.４ 

合計 １１９,８５１ １００.０ １２４,５９１ １００.０ 

 

貸出金金利区分別残高 

（単位：百万円、％） 

 
令和５年度 令和６年度 

金額 構成比 金額 構成比 

固定金利貸出 ６５,０６６ ５３.６ ６９,３１４ ５５.４ 

変動金利貸出 ５６,２００ ４６.３ ５５,７９４ ４４.５ 

合計 １２１,２６７ １００.０ １２５,１０９ １００.０ 

 

貸出金使途別残高 

（単位：百万円、％） 

 
令和５年度 令和６年度 

金額 構成比 金額 構成比 

運転資金 ６６,５０３ ５４.８ ７０,３８７ ５６.２ 

設備資金 ５４,７６３ ４５.１ ５４,７２１ ４３.７ 

合計 １２１,２６７ １００.０ １２５,１０９ １００.０ 

（注）個人向け貸出金については、住宅資金は設備資金、消費・納税資金等は運転資金として表示しています。 
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貸出金業種別残高 

（単位：百万円、％） 

 
令和５年度 令和６年度 

金額 構成比 金額 構成比 

製造業 ４,８５５ ４.０ ５,２２５ ４.１ 

農業、林業 ４０３ ０.３ ４３３ ０.３ 

漁業 ３ ０.０ １ ０.０ 

鉱業、採石業、砂利採取業 － － － － 

建設業 １４,８１９ １２.２ １６,８９７ １３.５ 

電気・ガス・熱供給・水道業 １４６ ０.１ １６０ ０.１ 

情報通信業 ５１１ ０.４ ４７３ ０.３ 

運輸業、郵便業 ５,４７６ ４.５ ５,６０６ ４.４ 

卸売業・小売業 ７,０５４ ５.８ ７,７３８ ６.１ 

金融業・保険業 １８６ ０.１ １９１ ０.１ 

不動産業 １３,６９１ １１.２ １４,５４０ １１.６ 

物品賃貸業 ２７１ ０.２ ４１０ ０.３ 

学術研究、専門・技術サービス業 １,０１３ ０.８ １,１０２ ０.８ 

宿泊業 ２,０８８ １.７ １,５０５ １.２ 

飲食業 １,５２１ １.２ １,６３１ １.３ 

生活関連サービス業、娯楽業 １,６５１ １.３ １,５７２ １.２ 

教育、学習支援業 ６１０ ０.５ ６９１ ０.５ 

医療、福祉 １,５３３ １.２ １,４２３ １.１ 

その他のサービス ６,２７０ ５.１ ６,４１４ ５.１ 

その他の産業 ８７７ ０.７ ８８３ ０.７ 

小 計  ６２,９８８ ５１.９ ６６,９０４ ５３.４ 

国・地方公共団体等 １７,９６０ １４.８ １８,１３９ １４.４ 

個人（住宅・消費・納税資金等） ４０,３１８ ３３.２ ４０,０６４ ３２.０ 

合 計  １２１,２６７ １００.０ １２５,１０９ １００.０ 

（注）業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。 

 

消費者ローン･住宅ローン残高 

（単位：百万円） 
 令和５年度 令和６年度 

消費者ローン ６,０７４ ６,１０１ 

住宅ローン ２７,４４３ ２６,８９６ 
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貸出金担保種類別残高 

（単位：百万円、％） 

 
令和５年度 令和６年度 

金額 構成比 金額 構成比 

当信用組合預金積金 ８９７ ０.７ ８６６ ０.６ 

有価証券 － － － － 

動産 ２０ ０.０ ９ ０.０ 

不動産 ５９,６１３ ４９.１ ５９,１５５ ４７.２ 

その他 ３９０ ０.３ ２８８ ０.２ 

小計 ６０,９２２ ５０.２ ６０,３１９ ４８.２ 

信用保証協会・信用保険 ２８,５４０ ２３.５ ２８,２３７ ２２.５ 

保証 ２８８ ０.２ ２６０ ０.２ 

信用 ３１,５１５ ２５.９ ３６,２９１ ２９.０ 

合計 １２１,２６７ １００.０ １２５,１０９ １００.０ 

 

債務保証見返担保種類別残高 

（単位：百万円、％） 

 
令和５年度 令和６年度 

金額 構成比 金額 構成比 

当信用組合預金積金 ０ １.５ １ ２.２ 

有価証券 － － － － 

動産 － － － － 

不動産 ８ １３.４ ２５ ３３.３ 

その他 － － － － 

信用保証協会・信用保険 － － － － 

保証 ５４ ８５.０ ４８ ６４.４ 

信用 － － － － 

合計 ６３ １００.０ ７５ １００.０ 

 

貸出金償却額 

（単位：百万円） 

 令和５年度 令和６年度 

貸出金償却 ４７ ２０ 
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代理貸付残高の内訳 

（単位：百万円） 

 令和５年度 令和６年度 

全国信用協同組合連合会 － － 

株式会社商工組合中央金庫 ５０ ４５ 

株式会社日本政策金融公庫 １７ １３ 

独立行政法人住宅金融支援機構 ２５２ ２１３ 

独立行政法人福祉医療機構 ２ ２ 

合計 ３２３ ２７５ 

 

金融再生法に基づく債権及び同債権に対する保全額 

（単位：百万円、％） 

区 分 
残高 

（A） 

担保・保証額 

（B） 

貸倒引当金 

（C） 

保全率 

（B+C）／（A） 

破産更生債権及び 

これらに準ずる債権 

令和５年度 ２,７８２ １,４０７ １,３７５ １００.００ 

令和６年度 ２,５８７ １,３９９ １,１８７ １００.００ 

危 険 債 権 
令和５年度 １,７３４ ７２３ ２５９ ５６.６７ 

令和６年度 １,５４６ ６４８ １９８ ５４.７８ 

要 管 理 債 権 
令和５年度 ２６７ １５０ － ５６.１５ 

令和６年度 １２０ ７４ － ６１.４１ 

 

三 月 以 上 

延 滞 債 権 

令和５年度 １５４ １１０ － ７１.５８ 

令和６年度 ８０ ５７ － ７１.４３ 

貸 出 条 件 

緩 和 債 権 

令和５年度 １１２ ３９ － ３４.９６ 

令和６年度 ４０ １６ － ４１.３０ 

不 良 債 権 計 
令和５年度 ４,７８４ ２,２８０ １,６３４ ８１.８３ 

令和６年度 ４,２５３ ２,１２２ １,３８６ ８２.４７ 

正 常 債 権 
令和５年度 １１６,７２８ 

 
令和６年度 １２１,１０６ 

合 計 
令和５年度 １２１,５１３ 

令和６年度 １２５,３６０ 
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１． 「破産更正債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産、会社更生、再生手続等の事由により経営破綻に陥っている
債権及びこれらに準ずる債権です。 

２． 「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った
債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権です。 

３． 「要管理債権」とは、「三月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する債権です。 
４． 「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払いが、約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している貸出金（上

記１．および２．を除く）です。 
５． 「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、債権放

棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金（上記１．～３．を除く）です。 
６． 「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に問題がない債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債

権」、「危険債権」、「要管理債権」以外の債権です。 
７． 「担保・保証等（Ｂ）」は、「不良債権計（Ａ）」における自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証

による回収が可能と認められる額の合計額です。 
「貸倒引当金（Ｃ）」は、「正常債権」に対する一般貸倒引当金を控除した貸倒引当金です。 
 

 

＜その他項目＞ 

有価証券の時価等情報 

 

満期保有目的の債券 
（単位：百万円） 

 種類 

令和５年度 令和６年度 

貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

時価が貸借
対照表計上
額を超えな
いもの 

地方債 ９５２ ９４８ △３ １,８５０ １,７５３ △９６ 

社債 ８０３ ７９６ △６ ８０３ ７６２ △４０ 

合計 １,７５５ １,７４５ △１０ ２,６５３ ２,５１６ △１３７ 

 

 

その他有価証券 
（単位：百万円） 

 種類 

令和５年度 令和６年度 

貸借対照表 

計上額 
取得原価 差額 

貸借対照表 

計上額 
取得原価 差額 

時価が貸借
対照表計上
額を超えるも
の 

株式 ３３ １９ １４ ３３ １９ １４ 

小計 ３３ １９ １４ ３３ １９ １４ 

時価が貸借
対照表計上
額を超えな
いもの 

地方債 ２,１８５ ２,２００ △１４ ２,１４７ ２,２００ △５２ 

社債 ３,９５７ ４,２４４ △２８６ ３,７４９ ４,２３９ △４８９ 

小計 ６,１４３ ６,４４４ △３０１ ５,８９７ ６,４３９ △５４２ 

合計 ６,１７６ ６,４６４ △２８７ ５,９３０ ６,４５８ △５２７ 

（注）市場価格のない株式等及び組合出資金は本表に含めておりません。 
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市場価格のない株式等及び組合出資金 
（単位：百万円） 

 
令和５年度 令和６年度 

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額 

非上場株式 ２ ２ 

その他の証券 ０ ０ 

全信組連出資金 ３００ ３００ 

組合出資金 ０ ０ 

合計 ３０２ ３０２ 

（注）非上場株式、全信組連出資金及び組合出資金については、企業会計基準適用指針第１９号「金融商品の時価 

（注）等の開示に関する適用指針」（令和２年３月３１日）第５項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 

その他の証券については、企業会計基準適用指針第３１号「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（令和 

３年６月１７日）第２４-１６項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 

 

有価証券種類別残存期間別残高 

（単位：百万円） 

 年度 １年以内 
１年超 

５年以内 

５年超 

１０年以内 
１０年超 

地方債 
令和５年度 － ２,０８９ １,０４５     － 

令和６年度 ４９７ １,５５７ １,９４３     － 

社債 
令和５年度 － １,７００   １,２８０ １,７７２ 

令和６年度 － １,６８１   １,２６４ １,６０７ 

合計 
令和５年度 － ３,７９０ ２,３２５  １,７７２ 

令和６年度 ４９７ ３,２３８ ３,２０７  １,６０７ 

 

有価証券種類別平均残高 

（単位：百万円、％） 

 
令和５年度 令和６年度 

金額 構成比 金額 構成比 

地方債 ２,５４９ ３２.８ ３,６６８ ４１.９ 

社債 ５,１９８ ６６.９ ５,０４５ ５７.７ 

株式 ２１ ０.２ ２１ ０.２ 

その他の証券 ０ ０.０ ０ ０.０ 

合計 ７,７７０ １００.０ ８,７３６ １００.０ 
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商品有価証券種類別平均残高 

該当事項はありません。 

 

先物取引の時価情報 

該当事項はありません。 

 

オプション取引の時価情報 

該当事項はありません。 

 

公共債引受額 

該当事項はありません。 

 

公共債窓販実績 

該当事項はありません。 

 

公共債ディーリング実績 

該当事項はありません。 

 

内国為替取扱実績 
 

（単位：百万円） 

 
令和５年度 令和６年度 

件数 金額 件数 金額 

送金・振込 
他の金融機関向け ９２,５９５ １１３,６３５ ９１,４２８ １２１,７２６ 

他の金融機関から １４０,０２８ ８８,９１８ １３６,２７５ ８９,５７０ 

代金取立 
他の金融機関向け １ ５ － － 

他の金融機関から － － － － 

 

外貨建資産残高 

該当事項はありません。 
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＜自己資本の充実の状況等＞ 

 

１．自己資本の構成に関する事項 

（１） 自己資本調達手段の概要 

当組合の自己資本につきましては、当組合が積み立てている以外のものは、地域の皆様による普通出資

金によります。また、当組合では優先出資の取扱いはありません。 

 

（２） 自己資本の充実度に関する評価方法の概要 

自己資本の充実度に関しましては、現在の当組合の自己資本比率は、国内基準である４％を上回る水準

にあり、経営の健全性・安全性を充分に確保しております。 

尚、今後の自己資本の充実策については、収益からの内部留保の積み上げを目指しております。 

 

（単位：百万円、％） 

項    目 令和５年度 令和６年度 

コア資本に係る基礎項目（１） 

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組

合員勘定の額 
７,２８１ ７,３１７ 

  うち、出資金及び資本剰余金の額 ５,４６０ ５,３０９ 

  うち、利益剰余金の額 １,８７６ ２,０６２ 

  うち、外部流出予定額（△） ５６ ５４ 

  うち、上記以外に該当するものの額 － － 

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引

当金の合計額 
１１７ １３０ 

  うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 １１７ １３０ 

  うち、適格引当金コア資本算入額 － － 

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係

る基礎項目の額に含まれる額 
  

公的機関による資本の増強に関する措置を通

じて発行された資本調達手段のうち、コア資本

に係る基礎項目の額に含まれる額 
－ － 

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額

の４５パーセントに相当する額のうち、コア資本

に係る基礎項目の額に含まれる額 
  

コア資本に係る基礎項目の額 （イ） ７,３９９ ７,４４７ 

コア資本に係る調整項目（２） 

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライ

ツに係るものを除く）の額の合計額 
２８ ２５ 

  うち、のれんに関するものの額 － － 

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・

ライツに係るもの以外の額 
２８ ２５ 

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 － － 

適格引当金不足額 － － 

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 － － 

負債の時価評価により生じた時価評価差額で

あって自己資本に算入される額 
－ － 

前払年金費用の額 － － 

自己保有普通出資等（純資産の部に計上され － － 
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るものを除く。）の額 

意図的に保有している他の金融機関等の対象

資本調達手段の額 
－ － 

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 － － 

信用協同組合連合会の対象普通出資等の額 － － 

特定項目に係る１０パーセント基準超過額 － － 

うち、その他の金融機関等の対象普通出資

等に該当するものに関連するものの額 
－ － 

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係

る無形固定資産関するものの額 
－ － 

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに

限る。）に関連するものの額 
－ － 

特定項目に係る１５パーセント基準超過額 － － 

うち、その他の金融機関等の対象普通出資

等に該当するものに関連するものの額 
－ － 

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係

る無形固定資産関するものの額 
－ － 

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに

限る。）に関連するものの額 
－ － 

コア資本に係る調整項目の額  （ロ） ２８ ２５ 

自己資本 

自己資本の額 （（イ）－（ロ））  （ハ） ７,３７０ ７,４２２ 

リスク・アセット等（３） 

信用リスク・アセットの額の合計 ７５,４１５ ８０,４９９ 

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に

算入される額の合計額 
  

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー － － 

うち、上記以外に該当するものの額   

マーケット・リスク相当額の合計額を８バーセン

トで除して得た額 
  

勘定間の振替分 － － 
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を 

８パーセントで除して得た額 
４,６４０ ４,５３８ 

信用リスク・アセット調整額 －  

フロア調整額   

オペレーショナル・リスク相当額調整額 －  

リスク・アセット等の額の合計額 （ニ） ８０,０５６ ８５,０３７ 

自己資本比率 

自己資本比率（（ハ）/（ニ）） ９.２０％ ８.７２％ 

（注）自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第６条第１項において準用する

銀行法第１４条の２の規定に基づき、信用協同組合及び信用協同組合連合会がその保有する資産等に照らし

自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成１８年金融庁告示第２２号）に係る

算式に基づき算出しております。なお、当組合は国内基準により自己資本比率を算出しております。 
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２． 自己資本の充実度に関する事項 

（単位：百万円） 

 令和５年度 令和６年度 

リスク・アセット等 所要自己資本額 リスク・アセット等 所要自己資本額 

イ.信用リスク・アセット、所要自己資本の額合計 ７５,４１５ ３,０１６ ８０,４９９ ３,２１９ 

 
① 標準的手法が適用されるポートフォ

リオごとのエクスポージャー 
７５,４１５ ３,０１６ ８０,４９９ ３,２１９ 

  

(ⅰ)ソブリン向け ２４１ ９ ２４０ ９ 

(ⅱ)金融機関向け １１,２７７ ４５１ １０,１６７ ４０６ 

 
第一種金融商品取引業者及

び保険会社向け 
  － － 

(ⅲ)カバード・ボンド向け   － － 

(ⅳ) 法人等向け １１,８７２ ４７４ ７,９７４ ３１８ 

(ⅴ)中小企業等・個人向け ３１,２５７ １,２５０   

(ⅵ)中堅中小企業等・個人向け   １９,７３３ ７８９ 

 トランザクター向け   － － 

(ⅶ)抵当権付住宅ローン ６,５８０ ２６３   

(ⅷ)不動産取得等事業向け ５,３１６ ２１２   

(ⅸ)不動産関連向け   ３３,６２７ １,３４５ 

 

自己居住用不動産等向け   １５,３１１ ６１２ 

賃貸用不動産向け   １０,１８３ ４０７ 

事業用不動産関連向け   ６,１６６ ２４６ 

その他不動産関連向け   １４５ ５ 

ＡＤＣ向け   １,８２０ ７２ 

(ⅹ)劣後債権及びその他資本性証券等   － － 

(ⅺ)三月以上延滞等 ２,１７９ ８７   

(ⅻ)延滞等向け   ２,５４７ １０１ 

(xiii)自己居住用不動産向けエクス

ポージャーに係る延滞 
  ３４８ １３ 

(xiv)出資等 ０ ０   

    出資等のエクスポージャー ０ ０   

    重要な出資のエクスポージャー － －   

(xv)株式等   － － 

(xvi)重要な出資のエクスポージャー   － － 

(xvii)他の金融機関等の対象資本 

等調達手段うち対象普通出資 

等及びその他外部 TLAC関連 

調達手段に該当するもの以外 

のものに係るエクスポージャー 

－ － － － 
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(xviii)信用協同組合連合会の対象 

普通出資等であってコア資本 

に係る調整項目の額に算入さ 

れなかった部分に係るエクス 

ポージャー 

３００ １２ ３００ １２ 

(xix)その他 ６,３９０ ２５５ ５,５５９ ２２２ 

② 証券化エクスポージャー － － － － 

③ リスク・ウェイトのみなし計算が適用 

   されるエクスポージャー 
－ － － － 

 

ルック・スルー方式 － － － － 

マンデート方式 － － － － 

蓋然性方式（２５０％） － － － － 

蓋然性方式（４００％） － － － － 

フォールバック方式（１２５０％） － － － － 

④ 未決済取引   － － 

⑤ 他の金融機関等の対象資本調達手 

段に係るエクスポージャーに係る経 

過措置によりリスク・アセットの額に 

算入されなかったものの額 

－ － － － 

⑥ ＣＶＡリスク相当額を８％で除して 

得た額 
－ － － － 

⑦ 中央清算機関関連エクスポージャー － － － － 

ロ.オペレーショナル・リスク相当額の合計額を

８％で除していた額 
４,６４０ １８５ ４,５３８ １８１ 

 ＢＩ   ３６３ １４ 

 ＢＩＣ   ３,０２５ １２１ 

ハ.単体総所要自己資本額（イ＋ロ） ８０,０５６ ３,２０２ ８５,０３７ ３,４０１ 

 

（注） １．所要自己資本の額＝リスク・アセットの額×４％ 

２．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生 

商品取引の与信相当額です。 

３．「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機

関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、外国の中央政府以外の公共部門（当該国内

においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀

行、信用保証協会等のことです。 

４．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している債務

者に係るエクスポージャー及び「ソブリン向け」、「金融機関向け」、「法人等向け」においてリスク・ウェイ

トが１５０％になったエクスポージャーのことです。 

５．「延滞等」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことです。 

 ①金融再生法施行規則上の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」に

該当すること 

 ②重大な経済的損失を伴う売却を行うこと 

 ③３か月以上限度額を超過した当座貸越であること 

６．「その他」とは、(ⅰ)～(xviii)に区分されないエクスポージャーです。具体的には出資金・取立未済
手形・その他の資産等が該当しております。 

７．当組合では、マーケット・リスクに関する事項はありません。 
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８．オペレーショナル・リスクは、当組合は基礎的手法を採用しています。（令和５年度計数） 

＜オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法＞ 

 粗利益（直近３年間のうち正の値の合計額）×15％ 
÷８％ 

 直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数 

９．当組合では、標準的計測手法かつ ILM を「1」としてオペレーショナル・リスク相当額を算定しておりま

す。（令和６年度計数） 

１０．単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×４％  

 

３． 信用リスクに関する事項（リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクス 

ポージャーを除く） 

 

（１） リスクの管理の方針および手続の概要 

融資は、特定の業種や取引先に偏らない小口多数を基本にしています。貸出先全体のなかで１億円未満

の貸出先数の占める割合は９７.９％、貸出金残高で１億円未満の貸出の占める割合は６１.３％となっており

ます。また融資研修を実施して人材教育に努めております。資産査定は「自己査定委員会」が相互牽制機

能を発揮して厳格に実施しております。 

 

（２） リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称 

リスク・ウェイトの判定に適格格付機関を使用する場合は、以下を採用します。尚、エクスポージャーの種

類ごとに適格格付機関の使い分けは行ないません。 

ムーディーズ、スタンダード＆プァーズ（Ｓ＆Ｐ）、フィッチレーティングス、格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）、

日本格付研究所（ＪＣＲ） 

 

（３） 信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高 

＜種類別及び残存期間別＞                                        （単位：百万円） 

エクスポージャー 

区分 

 

 

 

業種区分 

信用リスクエクスポージャー期末残高 

三月以上

延滞エク

スポージ

ャー 

延滞エ

クスポ

ージャ

ー 

 
貸出金、コミットメント

及びその他のデリバテ

ィブ以外のオフ・バラ

ンス取引 

債券 

令和５年度 令和６年度 令和５年度 令和６年度 令和４年度 令和６年度 令和５年度 令和６年度 

製造業 ４,９６７ ５,３３１ ４,９６７ ５,３３１ － － ２５１ ２８６ 

農業、林業 ６３８ ６４１ ６３８ ６４１ － － １５ － 

漁業 ３ １ ３ １ － － － － 

鉱業､砕石業､砂利採取業 － － － － － － － － 

建設業 １６,１５２ １８,３０２ １６,１５２ １８,３０２ － － ５６４ ６９９ 

電気・ガス・熱供給・水道業 １,７６７ １,７７８ １６４ １７５ １,６０３ １,６０３ － － 

情報通信業 ５１７ ４７８ ５１７ ４７８ － － ２ ２ 

運輸業､郵便業 ５,５９９ ５,７４６ ５,５９９ ５,７４６ － － １１９ １２１ 

卸売業､小売業 ７,４１７ ８,０９２ ７,４１７ ８,０９２ － － １００ ２１３ 

金融業､保険業 ２２４ ２２５ ２２４ ２２５ － － １８ １８ 



 - 55 - 

不動産業 １４,３２４ １５,１０９ １４,３２４ １５,１０９ － － ４００ ７０２ 

物品賃貸業 ２７１ ４１０ ２７１ ４１０ － － － － 

学術研究､専門･技術サービス業 １,３６５ １,４５１ １,３６５ １,４５１ － － ３ １７ 

宿泊業 ２,０８８ １,５０５ ２,０８８ １,５０５ － － ４７８ ５ 

飲食業 １,９３１ ２,０８２ １,９３１ ２,０８２ － － ７４ １９９ 

生活関連サービス業､娯楽業 ２,１５１ ２,０７９ ２,１５１ ２,０７９ － － １８ ２３ 

教育､学習支援業 ６１０ ６９１ ６１０ ６９１ － － － － 

医療､福祉 １,５３４ １,４２４ １,５３４ １,４２４ － － － ３３ 

その他のサービス ７,０９６ ７,２５６ ７,０９６ ７,２５６ － － ３２６ ３６４ 

その他の産業 ８７７ ８８３ ８７７ ８８３ － － ６５ ６５ 

国・地方公共団体等 ２４,５６８ ２５,６３３ １７,９７１ １８,１４３ ６,５９７ ７,４９０ － － 

個人 ３５,５２２ ３５,２４９ ３５,５２２ ３５,２４９ － － ８６４ ９５２ 

その他 ６２,６４４ ５８,０４９ － － － － － － 

業種別合計 １９２,２７５ １９２,４２５ １２１,４３１ １２５,２８３ ８,２００ ９,０９３ ３,３０６ ３,７０６ 

１年以下 １３,２３７ １３,４８０ １３,２３７ １２,９８０ － ５００ 

１年超３年以下 ８,２１１ ８,１７１ ６,９１０ ６,３７１ １,３００ １,８００ 

３年超５年以下 １２,４８５ １２,０７０ ９,９７３ １０,５６２ ２,５１１ １,５０８ 

５年超７年以下 １８,７５３ ２０,０３１ １８,４６３ １９,６４０ ２９０ ３９１ 

７年超１０年以下 ２４,８９４ ２８,３４６ ２２,８２８ ２５,４８４ ２,０６５ ２,８６２ 

１０年超 ４８,８５７ ４８,８９３ ４６,８２４ ４６,８６３ ２,０３２ ２,０３０ 

貸出金に関する期間の定めのないもの ３,１９２ ３,３８１ ３,１９２ ３,３８１ － － 

その他 ６２,６４４ ５８,０４９ － － － － 

残存期間別合計 １９２,２７５ １９２,４２５ １２１,４３１ １２５,２８３ ８,２００ ９,０９３ 

 

（注）  １．「貸出金、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引」とは、貸出金の期末残高の他 

        当座貸越等のコミットメントの与信相当額、デリバティブ取引を除くオフ･バランス取引の与信相当額の合 

        計額です。 

２．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヶ月以上延滞し 

ているエクスポージャーのことです。 

３．「延滞等」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことです。 

 ①金融再生法施行規則上の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」に

該当すること 

 ②重大な経済的損失を伴う売却を行うこと 

 ③３か月以上限度額を超過した当座貸越であること 

４．上記の「その他」は、業種区分に分類することが困難なエクスポージャー、残存期間の判定困難なエクス 

ポージャーであります。具体的には現金・取立未済手形・出資金・有形固定資産等が含まれております。 

５．ＣＶＡリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。 

６．業種区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。 

７．当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。 
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（４） 一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 

（単位：百万円） 

 
令和５年度 令和６年度 

期末残高 増減額 期末残高 増減額 

一般貸倒引当金 １１６ １０ １２８ １２ 

個別貸倒引当金 １,６３４ △４６２ １,３８６ △２４８ 

合計 １,７５０ △４５２ １,５１４ △２３６ 

 

（５） 業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等 

（単位：百万円） 

 

 
個別貸倒引当金 

貸出金償却 
期首残高 当期増加額 

当期減少額 
期末残高 

目的使用 その他 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

製造業 １４ ９６ ９６ １５４ ２ ― １２ ９６ ９６ １５４ ― ― 

農業､林業 １ １ １ １ ― ― １ １ １ １ ― ― 

漁業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

鉱業､砕石業､砂利 

採取業 
― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

建設業 ２１４ ２２４ ２２４ ２４４ ― １９ ２１４ ２０４ ２２４ ２４４ ― ０ 

電気・ガス・熱供給・

水道業 
― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

情報通信業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

運輸業 １０ ２３ ２３ １３ １０ ５ ― １８ ２３ １３ ３３ ― 

卸売業､小売業 １１１ ７９ ７９ １０７ ４８ ― ６２ ７９ ７９ １０７ ― ― 

金融業､保険業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

不動産業 ６１６ １１６ １１６ １２４ ４８３ ０ １３３ １１６ １１６ １２４ １４ ― 

物品賃貸業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

学術研究､専門・技術

サービス業 
４３ ５ ５ ５ ３７ ― ５ ５ ５ ５ ― ― 

宿泊業 ３８８ ３８８ ３８８ ― ― ３８８ ３８８ ― ３８８ ― ― ２０ 

飲食業 １２ １１ １１ ９ ― ― １２ １１ １１ ９ ― ― 

生活関連サービス

業､娯楽業 
― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

教育､学習支援業 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

医療､福祉 ― ― ― １９ ― ― ― ― ― １９ ― ― 

その他のサービス １９３ ２１９ ２１９ ２１９ ― １３ １９３ ２０６ ２１９ ２１９ ― ― 

その他の産業 ６１ ６１ ６１ ６１ ― ― ６１ ６１ ６１ ６１ ― ― 
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国･地方公共団体等 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

個人 ４３０ ４０６ ４０６ ４２４ ３７ ― ３９２ ４０６ ４０６ ４２４ ― ― 

合計 ２,０９７ １,６３４ １,６３４ １,３８６ ６１８ ４２７ １,４７８ １,２０７ １,６３４ １,３８６ ４７ ２０ 

（注） １．当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため「地域別」の区分は省略しております。 

２．業種区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。 

 

（６） 標準的手法が適用されるエクスポージャーのポートフォリオの区分ごとの内訳 

（単位：百万円） 

 

 
ＣＣＦ・信用リスク削減効果適用前 ＣＣＦ・信用リスク削減効果適用後 

リスク・ウェイト

の加重平均値 オン・バランス

資産項目 

オフ・バランス

資産項目 

オン・バランス

資産項目 

オン・バランス

資産項目 

信用リスク・ア

セットの額 

令和６年度 

現金 ２,５７７ － ２,５７７ － － ０％ 

我が国の中央政府及

び中央銀行向け 
１,０３０ － １,０３０ － － ０％ 

外国の中央政府及び

中央銀行向け 
－ － － － － － 

国際決済銀行等向け － － － － － － 

我が国の地方公共団

体向け 
２２,２００ － ２２,２００ － － ０％ 

外国の中央政府等以

外の公共部門向け 
－ － － － － － 

国際開発銀行向け － － － － － － 

地方公共団体金融機

関向け 
２,４０８ － ２,４０８ － ２４０ １０％ 

我が国の政府関係機

関向け 
－ － － － － － 

地方三公社向け － － － － － － 

金融機関、第一種金

融商品取引業者及び

保険会社向け 

５０,８３５ － ５０,８３５ － １０,１６７ ２０％ 

第一種金融商品取 

引業者及び保険会 

社向け 

－ － － － － － 

カバード・ボンド向け － － － － － － 

法人等向け（特定貸

付債権向け） 
１０,６９８ ４６８ １０,５１９ ０ ７,９７４ ７６％ 

特定貸付債権向け １,６０３ － １,６０３ － ３２０ ２０％ 

中堅中小企業等向け

及び個人向け 
２６,３１９ １８,４３２ ２５,７８９ ７３ １９,７３３ ７６％ 

トランザクター向け － － － － － － 

不動産関連向け ４７,６７０ － ４７,５７８ － ３３,６２７ ７１％ 

自己居住用不動産 

等向け 
２７,０９３ － ２７,０６４ － １５,３１１ ５７％ 

賃貸用不動産向け １１,６２０ － １１,６２０ － １０,１８３ ８８％ 
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事業用不動産関連 

向け 
６,８７８ － ６,８３０ － ６,１６６ ９０％ 

その他不動産関連 

向け 
２５７ － ２４２ － １４５ ６０％ 

ＡＤＣ向け １,８２０ － １,８２０ － １,８２０ １００％ 

劣後債権及びその他

資本性証券等 
－ － － － － － 

延滞等債券向け（自

己居住用不動産等向

けを除く。） 

３,２３０ ３４ ３,１９９ － ２,５４７ ８０％ 

自己居住用不動産等

向けエクスポージャ

ーに係る延滞 

４７６ － ４７６ － ３４８ ７３％ 

取立未済手形 １３ － １３ － ２ ２０％ 

信用保証協会等によ

る保証付 
２０,２７２ － ２０,２７２ － ７４８ ４％ 

株式会社地域経済活

性化支援機構等によ

る保証付 

－ － － － － － 

株式等 － － － － － － 

合計     ７５,３９０  

（注） 最終化されたバーゼルⅢの適用に伴い新設された内容であるため、令和５年度については記載しておりません。 

 

（７） 標準的手法が適用されるエクスポージャーのポートフォリオの区分ごと並びにリスク・ウェイトの区分ごとの内訳 

（単位：百万円） 

 

 
資産の額及び与信相当額の合計額（ＣＣＦ・信用リスク削減効果適用後） 

0% 10% 15% 20% 25% 30% 
31. 

25% 
35% 

37. 

5% 
40% 

43. 

75% 
45% 50% 

56. 

25% 
60% 

62. 

5% 

令和６年度 

現金 2,577 － － － － － － － － － － － － － － － 

我が国の中央政府及

び中央銀行向け 
1,030 － － － － － － － － － － － － － － － 

外国の中央政府及び

中央銀行向け 
－ － － － － － － － － － － － － － － － 

国際決済銀行等向け － － － － － － － － － － － － － － － － 

我が国の地方公共団

体向け 
22,200 － － － － － － － － － － － － － － － 

外国の中央政府等以

外の公共部門向け 
－ － － － － － － － － － － － － － － － 

国際開発銀行向け － － － － － － － － － － － － － － － － 

地方公共団体金融機

関向け 
－ 2,408 － － － － － － － － － － － － － － 

我が国の政府関係機

関向け 
－ － － － － － － － － － － － － － － － 

地方三公社向け － － － － － － － － － － － － － － － － 
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金融機関、第一種金

融商品取引業者及び

保険会社向け 

－ － － 50,835 － － － － － － － － － － － － 

第一種金融商品取 

引業者及び保険会 

社向け 

－ － － － － － － － － － － － － － － － 

カバード・ボンド向け － － － － － － － － － － － － － － － － 

法人等向け（特定貸

付債権向け） 
－ － － 1,603 － － － － － － － － － － － － 

特定貸付債権向け － － － 1,603 － － － － － － － － － － － － 

中堅中小企業等向け

及び個人向け 
－ － － － － － － － － － － － － － － － 

トランザクター向け － － － － － － － － － － － － － － － － 

不動産関連向け 75 － － － － － － 12,466 － － － － － － 4,572 － 

自己居住用不動産 

等向け 
－ － － － － － － 12,466 － － － － － － － － 

賃貸用不動産向け 75 － － － － － － － － － － － － － 4,330 － 

事業用不動産関連 

向け 
－ － － － － － － － － － － － － － － － 

その他不動産関連 

向け 
－ － － － － － － － － － － － － － 242 － 

ＡＤＣ向け － － － － － － － － － － － － － － － － 

劣後債権及びその他

資本性証券等 
－ － － － － － － － － － － － － － － － 

延滞等債券向け（自

己居住用不動産等向

けを除く。） 

－ － － － － － － － － － － － 183 － － － 

自己居住用不動産等

向けエクスポージャ

ーに係る延滞 

－ － － － － － － － － － － － － － － － 

取立未済手形 － － － 13 － － － － － － － － － － － － 

信用保証協会等によ

る保証付 
12,743 7,497 － － － － － － － － － － － － － － 

株式会社地域経済活

性化支援機構等によ

る保証付 

－ － － － － － － － － － － － － － － － 

株式等 － － － － － － － － － － － － － － － － 

合計 38,627 9,906 － 52,452 － － － 12,466 － － － － 183 － 4,572 － 

 

（単位：百万円） 

 

 
資産の額及び与信相当額の合計額（ＣＣＦ・信用リスク削減効果適用後） 

70% 75% 80% 85% 90% 
93.

75% 

100

% 

105

% 

110

% 

112

.5% 

130

% 

150

% 

250

% 

400

% 
その他 

合

計 

令和６年度 

現金 － － － － － － － － － － － － － － － 2,577 

我が国の中央政府及

び中央銀行向け 
－ － － － － － － － － － － － － － － 1,030 



 - 60 - 

外国の中央政府及び

中央銀行向け 
－ － － － － － － － － － － － － － － － 

国際決済銀行等向け － － － － － － － － － － － － － － － － 

我が国の地方公共団

体向け 
－ － － － － － － － － － － － － － － 22,200 

外国の中央政府等以

外の公共部門向け 
－ － － － － － － － － － － － － － － － 

国際開発銀行向け － － － － － － － － － － － － － － － － 

地方公共団体金融機

関向け 
－ － － － － － － － － － － － － － － 2,408 

我が国の政府関係機

関向け 
－ － － － － － － － － － － － － － － － 

地方三公社向け － － － － － － － － － － － － － － － － 

金融機関、第一種金

融商品取引業者及び

保険会社向け 

－ － － － － － － － － － － － － － － 50,835 

第一種金融商品取 

引業者及び保険会 

社向け 

－ － － － － － － － － － － － － － － － 

カバード・ボンド向け － － － － － － － － － － － － － － － － 

法人等向け（特定貸

付債権向け） 
－ － － 8,412 － － 503 － － － － － － － － 10,519 

特定貸付債権向け － － － － － － － － － － － － － － － 1,603 

中堅中小企業等向け

及び個人向け 
－ 24,517 － － － － 1,345 － － － － － － － － 25,862 

トランザクター向け － － － － － － － － － － － － － － － － 

不動産関連向け 2,398 14,597 － － 1,948 － 1,820 6,985 2,713 － － － － － － 47,578 

自己居住用不動産 

等向け 
－ 14,597 － － － － － － － － － － － － － 27,064 

賃貸用不動産向け － － － － 6 － － 6,985 223 － － － － － － 11,620 

事業用不動産関連 

向け 
2,398 － － － 1,942 － － － 2,490 － － － － － － 6,830 

その他不動産関連 

向け 
－ － － － － － － － － － － － － － － 242 

ＡＤＣ向け － － － － － － 1,820 － － － － － － － － 1,820 

劣後債権及びその他

資本性証券等 
－ － － － － － － － － － － － － － － － 

延滞等債券向け（自

己居住用不動産等向

けを除く。） 

－ － － － － － 540 － － － － 1,274 － － － 2,000 

自己居住用不動産等

向けエクスポージャ

ーに係る延滞 

－ － － － － － 348 － － － － － － － － 348 

取立未済手形 － － － － － － － － － － － － － － － 13 

信用保証協会等によ

る保証付 
－ － － － － － － － － － － － － － － 20,241 
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株式会社地域経済活

性化支援機構等によ

る保証付 

－ － － － － － － － － － － － － － － － 

株式等 － － － － － － － － － － － － － － － － 

合計 2,398 39,115 － 8,412 1,948 － 4,558 6,985 2,713 － － 1,276 － － － 185,616 

（注） 最終化されたバーゼルⅢの適用に伴い新設された内容であるため、令和５年度については記載しておりません。 

 

（８） リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等 

（単位：百万円） 

告示で定めるリスク・

ウェイト区分(％) 

エクスポージャーの額 

格付適用有り 格付適用無し 

令和５年度 

０％ － ３８,０３０ 

１０％ － ９,５３２ 

２０％ － ５６,４７２ 

３５％ － １８,８２３ 

５０％ － ３,１５２ 

７５％ － ４２,１９３ 

１００％ － ２２,５６６ 

１５０％ － １,０５７ 

２５０％ － ４４５ 

１,２５０％ － － 

その他 － － 

合  計 － １９２,２７５ 

（注）１．格付は、適格格付機関が付与しているものに限ります。 

２．エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。 

３．コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除く）、ＣＶＡリスク 

及び中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。 

（単位：百万円） 

告示で定めるリスク・

ウェイト区分(％) 

CCF・信用リスク削減効果適用前 
CCFの加重

平均値（％） 

資産の額及び与信相当

額の合計額（CCF・信用リ

スク削減効果適用後） 

オン・バランス 

資産項目 

オフ・バランス 

資産項目 

令和６年度 

４０％未満 １１３,４７６ － － １１３,４５２ 

４０％～７０％ ７,１９８ ２６ ０.０００ ７,１５４ 

７５％ ３９,６５１ １８,４２５ ０.３９９ ３９,１１５ 

８０％ － － － － 

８５％ ８,５９１ ４０８ ０.００４ ８,４１２ 

９０％～１００％ １２,００７ ６８ － １１,９６８ 

１０５％～１３０％ ９,６９８ － － ９,６９８ 
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１５０％ １,２８６ ６ ０.０００ １,２７６ 

２５０％ ４３９ － － ４３９ 

４００％ － － － － 

１,２５０％ － － － － 

その他 － － － － 

合  計 １９２,３５０ １８,９３５ ０.３８８ １９１,５１８ 

（注） 最終化されたバーゼルⅢの適用に伴い新設された内容であるため、令和５年度については記載しておりません。 

 

４． 信用リスク削減手法に関する事項 

 

（１） 信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続きの概要 

当組合は、リスク管理の観点から、取引先の倒産や財務状況の悪化などにより受ける損失を出来得る限

り軽減するために、取引先によっては、不動産担保や保証会社保証・信用保証協会保証等による保全措置

を講じております。ただし、これはあくまでも補完的な措置であり、第一義的には、資金使途、返済財源、財

務内容、事業環境、経営者の資質など、さまざまな角度から判断を行っております。 

 

また、判断の結果、担保または保証が必要な場合には、「重要事項のご案内」によりお客様への充分な説

明とご理解をいただいた上でご契約いただく等、適切な取扱に努めております。 

バーゼルⅢにおける信用リスク削減手法として、当組合が扱う主要な担保には、自組合の預金積金があり、

担保に関する手続きについては、組合が定める「融資事務規程」や「担保評価基準書」等により、適切な事

務取扱と適正な評価管理を行っております。 

 

また、お客様が期限の利益を失われた場合には、全ての与信取引の範囲において、預金相殺等をする場

合がありますが、組合が定める「融資事務規程」等に則り適切な取扱に努めております。 

なお、信用リスクの集中に関しては、特に業種やエクスポージャーの種類に偏ることなく分散されておりま

す。 

 

（２） 信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー                       （単位：百万円） 

        信用リスク削減手法 

 

ポートフォリオ 

適格金融資産担保 保証 
クレジット・ 

デリバティブ 

令和５年度 令和６年度 令和５年度 令和６年度 令和５年度 令和６年度 

信用リスク削減手法が適用されたエ

クスポージャー 
８３２ ８３３ － － － － 

（注） １．当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。 

   

５． 派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項 

当組合は、派生商品取引および長期決済期間取引について取扱を行っておりません。 

 

６． 証券化エクスポージャーに関する事項 

当組合は、証券化取引について取扱を行っておりません。 
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７． 出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項 

（１） 出資等または株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針および手続きの概要 

上場株式、上場優先出資証券、株式関連投資信託等については、当組合が定めた「市場リスク管理規程」

や「有価証券種類別運用枠・リスクリミット」等により時価評価および最大予想損失額によりリスクを計測把

握し、定められたリスク限度額内での運用を行います。 

非上場株式、全信組連出資金等については、自己査定時に財務諸表等から適正に評価し、経営陣への

報告を行いリスク管理に努めております。 

なお、会計処理については、日本公認会計士協会の「金融商品会計に関する実務指針」に従い適正な処

理を行っております。 

 

（２） 出資等エクスポージャーの貸借対照表計上額等                          （単位：百万円） 

区分 
令和５年度 令和６年度 

貸借対照表計上額 取得原価 貸借対照表計上額 取得原価 

上場株式等 － － － － 

非上場株式等 ３３５ ３２１ ３３５ ３２１ 

合計 ３３５ ３２１ ３３５ ３２１ 

 

（３） 子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額 

該当ありませんので省略いたします。 

 

（４） 出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額                    （単位：百万円） 

 令和５年度 令和６年度 

売却益 － － 

売却損 － － 

償却 － － 

 

（５） 貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額          （単位：百万円） 

 令和５年度 令和６年度 

評価損益 △２８７ △５２７ 

 

（６） 貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額 

該当ありませんので省略いたします。 

８． リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項 

該当ありませんので省略いたします。 

９． 金利リスクに関する事項 

 リスク管理の方針および手続きの概要 

金利リスクとは、市場金利の変動により受ける資産価値の変動や、将来の収益性に対する影響を指します

が当組合においては、双方ともに定期的な評価・計測を行い、適宜、対応を講じる態勢としております。 

 内部管理上使用した銀行勘定における金利リスクの算定手法の概要 

金利リスク算定の前提は、以下の定義に基づいて算定しております。 
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 計測手法 

当組合は、信用組合業界で構築した SKC‐ALM システムを用いて、銀行勘定の金利リスク（通称：IRRBB）を

算出しております。⊿EVEが正となる通貨のみを単純合算しております。 

 金利感応資産・負債  

預金、貸出金、有価証券、預け金、その他の金利感応度を有する資産・負債 

 測定頻度   毎月 

 割引金利に与える金利ショック値  リスクフリー・レートに与える金利ショック幅と同様。 

 コア預金   対象              流動性預金全般（当座、普通、貯蓄等） 

         流動性預金全般に占める割合     残高の４７.５６％ 

金利改定の満期          平均１.２５年（最長２.５年） 

       コア預金の考慮については金融庁が定める保守的な前提の反映により考慮しております。 

 固定金利貸出の期限前返済    金融庁が定める保守的な前提の反映により考慮しております。 

 定期預金の早期解約       金融庁が定める保守的な前提の反映により考慮しております。 

 固定金利コミットメントライン    考慮しておりません。 

 IRRBB関連以外の金利リスクを計測する際の金利ショックは、９９パーセンタイル値を用いて算出しています。 
 

 金利ショックに対する損益・経済価値の増減額 

                          （単位：百万円） 

 IRRBB：金利リスク  

項番 
 

⊿EVE ⊿ＮＩＩ 

令和５年度 令和６年度 令和５年度 令和６年度 

１ 上方パラレルシフト ４,４８１ ４,８４４ ３４０ ５２９ 

２ 下方パラレルシフト － － － － 

３ スティープ化 ３,２５９ ３,４０４   

４ フラット化 － －   

５ 短期金利上昇 ５４３ ７０８   

６ 短期金利低下 － －   

７ 最大値 ４,４８１ ４,８４４ ３４０ ５２９ 

  令和５年度 令和６年度 

８ 自己資本の額 ７,３７０ ７,４２２ 

 

 

 

 

 

 

 

１０． 自己資本調達手段の概要 

当組合の自己資本は、出資金及び

利益剰余金等により構成されていま

す。優先出資や劣後ローンによる自

己資本調達はありません。 

発行主体 福島県商工信用組合 

資本調達手段の種類 普通出資 

コア資本に係る基礎項目の額に 

算入された額 
５,３０９百万円 

「⊿EVE」とは、「IRRBB」（バーゼル委員会により定められた手法による銀行勘定の金利リスク）のうち経済価

値ベースとして計測されるもので、金利変動シナリオにおける金利ショックに対する経済的価値の減少額を

いいます。 

「⊿ＮＩＩ」とは、「IRRBB」のうち期間収益ベースとして計測されるもので、金利変動シナリオ（「上方パラレルシ

フト」「下方パラレルシフト」の２シナリオ）における金利ショックに対する算出基準日から１２ヶ月を経過する

日までの間の金利収益減少額をいいます。 
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（令和７年７月３１日現在） 

 

為替（国内）                                （単位：円・消費税１０％を含む） 

 料金 

振込 

当信用組合の本支店宛 
３万円未満 １件 ３３０ 

３万円以上 １件 ５５０ 

当信用組合の同一店内 
３万円未満 １件 ３３０ 

３万円以上 １件 ５５０ 

家賃地代専用入金帳 

による振込 

当信用組合同一店内 １件 １１０ 

当信用組合本支店宛 １件 ２２０ 

他行宛 

電信扱 
３万円未満 １件 ６６０ 

３万円以上 １件 ８８０ 

文書扱 
３万円未満 １件 ６６０ 

３万円以上 １件 ８８０ 

振込 

（ＡＴＭ利用） 

当信用組合の本支店宛 
３万円未満 １件 １１０ 

３万円以上 １件 ３３０ 

当信用組合の同一店内 
３万円未満 １件 無料 

３万円以上 １件 無料 

他行宛 
３万円未満 １件 ４４０ 

３万円以上 １件 ６６０ 

代金取立 

自店振出小切手 １件 無料 

電子交換 
小切手 １件 ４４０ 

手形他 １件 ８８０ 

電子交換以外 １件 １,１００ 

その他 

当信用組合の本支店

宛および他行宛 

送金・振込組戻料 １件 ６６０ 

取立手形組戻料 １通 ６６０ 

取立手形店頭呈示料 １通 ６６０ 

不渡手形返却料 １通 ６６０ 

その他特殊扱等手数料 実費 

同一地域内（当所）取立手形組戻料            １通 ６６０ 

同一地域内（当所）不渡手形返却料 無料 

 

 

為替（外国）                                 （単位：円・消費税１０％を含む） 

外国送金 

 料金 

電信送金のみ 

送金手数料 １件 ７,５００ 

円取引手数料           １件 

送金金額の０.０５％相当額（最低２,５００円） 

 

 

 

 

 

主な手数料 
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融資                                     （単位：円・消費税１０％を含む） 

 料金 

融資関係取扱手数料 
１,０００万円未満 １件 １１,０００ 

１,０００万円以上 １件 ３３,０００ 

融資取扱枠設定手数料 
１,０００万円未満 １件 １１,０００ 

１,０００万円以上 １件 ３３,０００ 

不動産担保取扱手数料 

（根）抵当権設定契約 １件 ３３,０００ 

営業区域外担保 加算 １１,０００ 

設定内容変更 １件 １１,０００ 

条件変更手数料 １件 ３３,０００ 

繰上完済手数料（完済時の元本が100万円以上の場合） １件 返済額の2.00％（千円未満切捨） 
（繰上完済の特約がないものは5,500円） 

繰上償還手数料（内入金額が約定返済金額の６ヶ月分超の場合） １件 内入額の1.00％（千円未満切捨） 
（期限前繰上償還の特約がないものは5,500円） 

商業手形取扱手数料 １銘柄毎 １,４３０ 

融資見込証明書発行手数料 
 証明額５千万円未満 １通 ５,５００ 

 証明額５千万円以上 １通 １１,０００ 

住宅ローン取扱手数料 

（新規取扱時） 

 「お役に建てますα」 １件 
申込金額の０．５０％ 

（消費税抜・千円未満切捨） 

上記以外 １件 
申込金額の１．００％ 

（消費税抜・千円未満切捨） 

アパート等融資取扱手数料（新規取扱時） １件 
申込金額の１．００％ 

（消費税抜・千円未満切捨） 

当座貸越開設・更新手数料（預金担保を除く） １件 融資取扱枠設定・更新手数料による 

 

 

その他                                    （単位：円・消費税１０％を含む） 

 料金 

ＣＤ（現金自動支払機） 

ＡＴＭ（現金自動預払機） 

利用手数料 

当信用組合のカード 

（ご利用１回につき） 

平日 無料 

土曜 無料 

日祝日 無料 

提携他行カード 

（ご利用１回につき） 

平日 
18時まで １１０ 

18時以降 ２２０ 

土曜 
14時まで １１０ 

14時以降 ２２０ 

日祝日 ２２０ 

当信用組合のカードを提携金融機関のＣＤ・ＡＴＭでご利用の場合、提携金融機関所定の手数料がかかります。 

福島県内４信用組合間でのＡＴＭ利用手数料は無料になります。 

手形用紙・小切手用紙交付料 

小切手帳発行手数料 １冊 ５,５００ 

約束手形発行手数料 １冊 ５,５００ 

自己宛小切手発行手数料 １枚 無料 

手形・小切手署名鑑登録手数料 登録時 ５,５００ 

残高証明書発行手数料 

都度発行 １通 ４４０ 
英文による発行 １通 １,１００ 
監査法人用 １通 ３,３００ 
当組合所定外 １通 １,１００ 
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 料金 

取引履歴発行手数料 
１年以内 １通 ５５０ 

１年増すごとに追加 １通 ５５０ 

利息証明書発行手数料 １通 ４４０ 

再発行手数料 

証書再発行手数料 １件 １,１００ 

通帳再発行手数料 １件 １,１００ 

紛失によるキャッシュカード 

再発行手数料 
１件 １,１００ 

紛失によるローンカード 

再発行手数料 
１件 １,１００ 

両替手数料 

１枚～５０枚 無料 

５１枚～５００枚 ５５０ 

５０１枚以上 １,１００ 
５０１枚以上は５００枚を超える毎に５５０円を加算します。 

 硬貨による入出金・振込などにつきましても上記手数料をいただきます。 

同日に複数の取扱いがある場合も１回として、合計枚数に応じた手数料がかかります。 

両替の「お取扱枚数」は、ご持参された枚数（両替前）とお持帰りになる枚数（両替後）とのいず

れか多い方といたします。 

通帳・証書紛失解約手数料 ５５０ 

法人カード発行手数料 ５５０ 

口座振替手数料は、振替契約所定の手数料   契約書に明記 

貯蓄預金（Ⅰ型）支払超過手数料 １１０ 

未利用口座管理手数料 

①令和２年６月１日以降開設された普通預金口座であること。 

②最後のお預入れまたは払戻しから２年以上、一度もお預入れまたは払戻しの利用がないこと。 

  （普通預金利息入金や未利用口座管理手数料の引落は除きます。） 

③当該普通預金口座の残高が１万円未満であること。 

④総合口座の場合、定期預金のお取引がないこと。 

⑤定期預金の利息受取口座に指定されていないこと。 

⑥お借入れがないこと。 

①～⑥のすべてに該当する普通預金口座に対して年間１,３２０円の口座管理手数料をいただきます。 

  
けんしんの「人を育てる」取組み 
 

・職場体験学習・インターンシップの受け入れ 

けんしんでは、中学生と高校生を対象とした職場体験学習や大学生などのインターンシップを積極

的に受け入れています。参加者には金融機関の営業活動を体験して頂くために、営業店での現場研

修をメインとして、職業に対する視野を広める手助けをしています。 

令和６年度は、職場体験学習（高校２年生対象）は年間で１６名、学生インターンシップ（高校３年生・

専門学校生・短大生・大学生対象）については年間で６名の学生を受け入れました。 

・職業教育に係る事業連携 

けんしんでは、平成２８年よりケイセンビジネス公務員カレッジで「金融教

育講座」の講義を行っています。令和６年度は１２月１１日に行い、３６名が

受講しました。 

また、福島県の若年者生活基盤支援事業である「社会人講話、職業講話」 

において県立高校の１年生を対象に社会人講師として講話を行いました。 
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（令和７年７月３１日現在） 

預金 

種類 期間など 金額 しくみと特色 

総合口座 随時 １円以上 

１冊の通帳に普通預金と定期預金（スーパー定期・期日指

定）をセット。当座貸越（担保預金の９０％、最高５００万円ま

で自動ご融資）で口座振替も一層便利。 

普通預金 随時 １円以上 
出し入れ自由で暮しのおサイフ代わりに。給与振込や公共

料金お支払いなどわずらわしさを一手に引き受けます。 

無利息型 

普通預金 

（決済用預金） 

随時 １円以上 
出し入れ自由で暮しのおサイフ代わりに。お利息はつきま

せんが、預金保険制度の全額保護の対象となります。 

貯蓄預金 随時 １円以上 
残高（ご指定の基準残高）に応じて金利が変動。普通預金

に比べて高利回りで、資金を有利に運用できます。 

当座預金 随時 １円以上 
商取引代金お支払いに便利で安全な小切手・手形のため

のご預金。 

通知預金 据置７日以上 １万円以上 
まとまった資金の短期運用に大変便利。お引き出しは２日

前までにご連絡ください。 

納税準備預金 納税時引出 １円以上 

納税のためのご預金。税金が楽に納められお利息も普通預

金より高く、そのうえ非課税ですからお得です（目的外お支

払を除きます）。 

定
期
預
金 

スーパー 

定期預金 

１ヵ月以上 

５年以内 
１万円以上 

お預け入れの時の利率は満期日までは変わりません。自

由金利のメリットを生かせます。 

大口 

定期預金 

１ヵ月以上 

５年以内 
１,０００万円以上 

安全確実で大きく増やす運用プラン。自由金利でお得な利

回り。 

期日指定 

定期預金 

１年以上 

３年以内 

  １万円以上 

３００万円未満 

利息が利息を生む１年複利でお得な預金。１年経過後は１

ヵ月以上前に期日を指定して自由に払い出しできます。 

年金 

定期預金 
１年 １,２００万円まで 

けんしんに年金振込指定口座を持つ方だけの特別金利定

期預金。 

財形預金 

一般：３年以上 

住宅・年金： 

５年以上 

１,０００円以上 

給与からの天引きにより、計画的な財産形成を支援します。
目的に応じて「一般」・「住宅」・「年金」の３種類があり、「年
金」「住宅」には一定の非課税制度をご利用いただけます。
（事業主との契約が必要です。） 

定期積金 
１年以上 

５年以内 
１,０００円以上 

目標の実現や、イザというときの備えに最適。安心確実な

財産の基礎づくりに。 

 

 

営業のご案内 
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 けんしんの新しい預金について 

 

● 期間限定商品（けんしん創立７０周年記念） 

 特別金利定期預金Ⅱ 

    （募集期間：２０２５年２月２０日～２０２５年９月３０日） 

    個人・法人の組合員限定で特別金利での定期預金。 

  （新たにお預け入れ頂く預金限定・期間前終了の場合あり） 

      預金金額：３０万円以上１０００万円以下 

 

 

● 生前贈与定期預金「結（ゆい）」 

  個人のお客様を対象に贈与となるお預入れ限定での定期預金です。 

  預入の際には贈与者及び受贈者（預金契約者）の贈与契約書の作成が必要となります。 

 

● 相続定期預金「未来」 

  個人のお客様を対象に被相続人から受け取られた相続預金限定での定期預金です。 

  相続預金受領１年以内の資金について特別金利での商品となります。 

 

● 子育て応援定期積金「希望」 

  個人のお客様で「ファミたんカード」をお持ちの方を対象とする 

  特別金利の定期積金です。 

  契約時１８才以下のお子様１人につき１口座限定となります。 

  ご希望のお客様にはお子様の写真をお貼りした積金証書が 

  作成可能です。 

 

お気軽に担当者や営業店窓口にお問い合わせください。 
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貸出（個人向け） 

種類 資金使途 金額 期間 担保・保証人等 

住宅ローン 

住宅の購入・新築・建
替え･中古住宅の購
入・底地購入･付帯設
備の資金 

１０万円以上 
１億円以内 

３５年以内 

融資対象物件第１位抵当権、 
家族の保証、 
借地上の建物および必要により
第三者の保証（団信付あり） 

住宅ローンα 
住宅の購入・新築・
リフォーム・底地購
入・住宅資金借換 

１００万円以上 
２億円以内 

５０年以内 
融資対象物件第１位抵当権、 
所有者・収入合算者保証加入、 
保証会社の保証 

無担保型 

住宅借換ローン 
住宅ローンの借換・
諸費用を含む 

５０万円以上 
１,０００万円以内 

２０年以内 保証会社の保証 

無担保型住宅借換 

担保不足型ローン 
住宅ローンで､担保
価値を超過する部分 

１０万円以上 
５００万円以内 

１５年以内 保証会社の保証 

無担保型 

リフォームローン 

住宅増改築、バリア
フリー工事､介護機
器購入､他社ローン
借換 

１０万円以上 
１,０００万円以内 
（自営業者は 

７００万円以内） 

２０年以内 保証会社の保証 

学資ローン 

“出世払い” 

大学等の受験、その
他教育に関する資金 
在学期間元本据置 

入学金、授業料に
係る限度額は学部
により設定 

在学期間  
＋１０年以内 

家族の保証。必要により第三者
保証人・不動産担保 

けんしん 

新ポケットローン 

資金使途自由 
事業性・旧債務返
済資金も可 

１０万円以上 
１,０００万円以内 

１５年以内 保証会社の保証 

新にこにこローン 
資金使途自由 
事業性・とりまとめ
は不可 

１０万円以上 
１,０００万円以内 

１０年以内 保証会社の保証 

新ライフローン 

「かします」 

資金使途自由 
事業性・他社借入
の借換可 

１０万円以上 
５００万円以内 

１０年以内 保証会社の保証 

ニコス 

マイカーローン 

車両・バイク等の購入 
既存車両ローン一
本化も可 

１０万円以上 
５００万円以内 

７年以内 保証会社の保証 

ニコス 

教育ローン 

教育資金 
入学金・下宿等の
初期費用 
在学期間元本据置可 

１０万円以上 
５００万円以内 

在学期間  
＋７年以内 

保証会社の保証 
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種類 資金使途 金額 期間 担保・保証人等 

ニコス 

リフォームローン 

住宅リフォーム資金 
家具購入も可 
他社リフォームロー
ン一本化も可 

１０万円以上 
５００万円以内 

１０年以内 保証会社の保証 

ニコス 

ハッピーローン 
資金使途自由 
使途証明資料必要 

１０万円以上 
５００万円以内 

７年以内 保証会社の保証 

多目的ローン 
目的ローン 
使途証明資料必要 

１０万円以上 
１,０００万円以内 

１５年以内 保証会社の保証 

マイカーローン 

“車楽” 

車両・バイク等の購入 
既存マイカーローン
の借換、車検費用
も可 

５００万円以内 ７年以内 
配偶者又は相続予定者の保証 
所定の審査あり 

安心ライフ 

(負債一本化ローン) 

消費者金融等の債
務整理 
使途証明資料必要 
家族の債務整理も可 

５０万円以上 
１,５００万円程度 

必要期間 
原則不動産担保・必要により第
三者保証人 

新ここ一番 
資金使途自由 
事業性・旧債務返
済も可 

１０万円以上 
５００万円以内 

１０年以内 保証会社の保証 

プレミアムローン 
資金使途自由 
旧債務返済も可 

５０万円以上 
３００万円以内 

７年以内 
配偶者の保証 
所定の審査あり 

カード･ローン 

“御用達” 
(公務員等に限定) 

自由 
(利払いのみで､返済方法

は債務者の任意) 

限度額５００万円 

１年 
信用状況 
調査により
更新 

配偶者の保証、 
所定の審査あり 

カード･ローン 

“プラス・ワン” 
(公務員等に限定) 

自由 限度額１００万円 

１年 
信用状況 
調査により
更新 

所定の審査あり 

カード･ローン 

ネクスト 
自由 

限度額 
５０万円から 
３００万円まで 

１年 
原則的に 
自動更新 

保証会社の保証 

ふくしまっこ応援 

教育カードローン 

教育に係る受検・入

学・在学の費用 

限度額 
１００万円以上 
５００万円以内 

１年 
原則的に 
自動更新 

保証会社の保証 

ポケット 

カード･ローン 
自由 

限度額 
１０万円から 
２００万円まで 

１年 
原則的に 
自動更新 

保証会社の保証 
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貸出（事業者向け） 

種類 使途 金額 期間 担保・保証人 

協同組合等活性化

資金 

県中小企業団体中

央会推薦融資 

制度（１） 
協同組合等
の事業資金、
転貸資金 
制度（２） 
協同組合等 
構成員の運
転、設備資金 

制度（１）３億円以内 
制度（２） 
運転：１,０００万円以内 
設備：５,０００万円以内 

制度（１）１年以内 
制度（２） 
運転：１０年以内 
設備：１５年以内 

決算内容、金額等により不動産担保 

メンバーズビジネ

スローン 

各地区商工会議所 

・商工会提携 

運転資金 
設備資金 

５,０００万円以内 
運転： ７年以内 
設備：１０年以内 

必要により代表者または事業承継人
の保証、金額等により不動産担保 

けんしん 

ビジネスローン 

郡山地区商工会広

域協議会提携 

運転資金 
設備資金 

１,０００万円以内 
運転： ７年以内 
設備：１０年以内 

必要により代表者または事業承継
人の保証、金額等により不動産担保 

信用組合資金 
運転資金 
設備資金 

運転：２,５００万円以内 
設備：２,５００万円以内 
併用：２,５００万円以内 

運転：１０年以内 
設備：１５年以内 
併用：１０年以内 

必要により代表者または事業承継
人の保証、金額により不動産担保。 

十店会ローン 

（十店会会員対象） 
運転資金 
設備資金 

２,０００万円または
年商の５分の１以
内のいずれか低い
金額 

運転：３年以内 
設備：３年以内 

必要により代表者または事業承継
人の保証のみ 

パートナーローン 

法人会・税理士会 

提携 

運転資金 
設備資金 

運転：５,０００万円以内 
設備：５,０００万円以内 
併用：５,０００万円以内 

運転： ７年以内 
設備：１０年以内 
併用：１０年以内 

必要により代表者または事業承継
人の保証、金額により不動産担保 

福島県中小企業者

同友会提携ローン 

（同友会会員対象） 

運転資金 
設備資金 

運転：２,０００万円以内 
設備：１億円以内 
併用：１億円以内 

運転： ７年以内 
設備：２０年以内 
併用：２０年以内 

必要により代表者または事業承継
人の保証、金額により不動産担保 

ビジネスフリー 
運転資金 

設備資金 
５００万円以内     １０年以内 

保証会社の保証、 
法人は必要により代表者、個人は保
証人不要 

一般資金 

手形割引・・・一般商業手形割引 

手形貸付・・・運転資金などの短期の貸付 

証書貸付・・・設備資金などの長期の貸付（団体信用生命保険付あり） 

当座貸越・・・運転資金などの短期の貸付 

地方公共団体融資 県および市町村による、各種制度融資をお取扱いしています。 
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貸出（代理業務） 

種類  

代理業務 

以下の代理店業務をお取扱いしています。 

全国信用協同組合連合会・㈱商工組合中央金庫・㈱日本政策金融公庫 

独立行政法人勤労者退職金共済機構・独立行政法人中小企業基盤整備機構 

独立行政法人住宅金融支援機構・独立行政法人福祉医療機構 

各種サービス                     

種類 サービスの内容 

ＡＴＭ（現金自動預払機） 
平日土日祝日共通で午前８時から午後８時までご利用できます（一部
出張所では時間が異なります）。カードだけでご入金とお支払ができま
す。ＡＴＭでの払戻は、一つの口座につき、１日５０万円までです。 

全国オンラインキャッシュサービス 
キャッシュカード１枚で、当信用組合の本支店はじめ全国のMICS加盟
金融機関をご利用できます（一部お支払いのみ）。 
セブン銀行ＡＴＭでは午前７時から午後１０時までご利用できます。 

給与振込サービス 毎月の給料やボーナスがご指定の口座に自動的に振り込まれます。 

年金自動受取サービス 
大切な年金が一度の手続きで自動的にご指定の預金口座に振り込ま
れます。受取のためにわざわざお出かけになる必要がなく、手間も省
け安全です。 

自動支払サービス 
公共料金、税金、クレジット代金などを毎月自動的にご指定の口座か
らお支払いいたします。 

為替サービス 
全国どこへでも、スピーディにお振込・送金や手形小切手のお取立を
します。外国送金もお取扱いしています。 

インターネット・バンキングサービス 
モバイル・バンキングサービス 

パソコンやスマートフォンから、振込・振替・残高照会・入出金明細照
会などのサービスが出来ます。 

でんさいサービス 
手形・振込に代わる決済手段としてでんさいネットが取り扱う電子記録
債権（でんさい）をご利用いただけます。 

しんくみアプリ with CRECO 
 

令和５年６月より、家計管理等（口座管理）に便利なスマートフォン用アプリ 

「しんくみアプリ with CRECO」の取扱いを開始しております。インターネットバ 

ンキングの契約がなくても、キャッシュカードをご利用の個人のお客様であれ 

ば、普通預金の残高情報、入出金明細情報、定期預金明細、クレジットカー 

ド、電子マネーの利用明細などが確認できます。利用手数料は無料ですので、 

是非ご活用ください。 

アプリインストールマニュアルについては、けんしんホームページに掲載しております。 
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 けんしんの新しい貸出について 

 

● 新住宅ローン「お役に建てますα」 

 借入申込時点で満２０歳以上の個人の方で、住宅建設 

 資金やリフォーム資金などが対象となります。住宅以外 

 のローン等のとりまとめも可能です。ガン診断特約の団 

 体信用保険も選択が可能です。 

   

 

 

● ふくしまっこ応援教育カードローン 

  福島県内４信用組合による融資商品となります。 

  借入申込時点で満２０歳以上の方で、在学中又は入学を 

予定しているご子弟を有する個人の方が対象となります。 

  入学金や授業料、学生生活の維持に必要な資金を対象と 

  したカードローンです。 

 

 

 

● カーボンニュートラル＆SDGs応援事業者ローン 

  福島県内４信用組合による融資商品となります。 

  当組合営業地域内の中小企業者を対象にカーボンニュート 

ラルへの取組みや SDGｓへの取組みを達成するための運転 

資金や設備資金を対象とします。 

 

 

融資商品はけんしんの組合員の方限定となります。 

貸出には一定の条件があります。詳細については担当者や営業店窓口

にお問い合わせください。 
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けんしんは今後も 

地域と共に歩んでまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 


